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地方自治法第２３３条第５項の規定に基づき、平成２８年度の主要な施策の成果を報告します。

平成２９年８月１７日

小金井市長 西 岡 真一郎
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平成２８年度小金井市一般会計決算概要

平成２８年度の国の経済政策は、誰もが活躍できる一億総活躍社会を実現するた

め、子育て支援や社会保障の基盤を強化し、それが経済を強くするという新たな経済

社会システム創りに挑戦する「究極の成長戦略」としたところです。また、行政サー

ビスのアウトソーシング、自治体情報システムのクラウド化などの地方行政サービス

改革を推進するとともに、公共施設等総合管理計画に基づく公共施設等の最適化、地

方公会計の整備、地方団体の財政の「見える化」、公営企業会計の適用拡大など、地

方団体の財政マネジメント強化が求められているところでもあります。

このような状況の中、国の策定要請に基づき人口ビジョンが示す「人口減少社

会」に対応した「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を推進し、老朽化した公共施設

等の一斉更新問題に対しては「公共施設等総合管理計画」を、さらに持続可能な財政

運営と市民サービスの向上の実現のため「行財政改革プラン２０２０」を策定いたし

ました。

まず､子育て環境の整備については、新規認可保育所の開設や定員増により２２９

人の定員を増員するとともに、保育従事職員の人材確保や離職防止施策を実施し、子

育て環境の充実を図りました。駅周辺のまちづくりでは、引き続き東小金井駅北口土

地区画整理事業を行うとともに、組合施工による武蔵小金井駅南口第２地区第一種市

街地再開発事業に対して補助金を支出しました。

可燃ごみの共同処理については、日野市のご理解のもと、国分寺市とともに一部

事務組合「浅川清流環境組合」が設立され、８月には新可燃ごみ処理施設整備・運営

事業者が決定され、平成３２年度の本格稼動に向けて取り組んでいるところです。本

市としては、今後も与えられた責任を誠実に果たすべく全力を尽くし、関係者の皆さ

まへの感謝の気持ちを忘れず、さらなる、ごみの減量・資源化の推進に取り組んでい

かなければなりません。

平成２８年度予算については、平成２８年第１回市議会定例会において、採決の

結果否決となり、第２回市議会臨時会において２か月の暫定予算を編成し、５月２４

日開催の第３回市議会臨時会において通年予算が可決成立しました。

平成２８年度の財政運営は歳入面では、市税は税制改正により法人市民税が減と

なったものの、雇用・所得環境の改善等により個人市民税が増となり、固定資産税も

新築家屋の増等により増となったことから、全体の収入で約４億１，０００万円、前

年度対比２．０％の増となりました。また、地方譲与税及び税連動交付金は減となっ

たものの、国庫支出金、都支出金や繰入金が増となったことから、歳入総額は前年度

決算額を大きく上回りました。歳出面では、公債費や繰出金が減となったものの、保
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育所運営等委託料等の保育所関連経費、訓練等給付費等の障がい者（児）関連経費が

増となったことから、扶助費や補助費等が増となりました。また、投資的経費も大き

く増となったことから、歳出総額も前年度決算額を大きく上回りました。

これらの結果、平成２８年度の予算規模は、当初予算４０２億４００万円に８回

の補正予算１９億３，８０１万８千円、繰越事業費繰越財源充当額１億５，４０９万

１千円を加え、総額４２２億９，６１０万９千円となり、これに対する決算額は、歳

入総額が４２３億４，５８０万９千円で前年度対比５．３％の増、歳出総額は、４０

２億４，３５３万４千円で前年度対比４．２％の増となりました。

形式収支は２１億２２７万５千円で、東小金井駅北口土地区画整理事業委託料等

４件による翌年度への繰越財源１億３５９万２千円を差し引いた実質収支は１９億９，

８６８万３千円、前年度対比４億５，６６７万７千円の増となり、実質収支比率は８．

８％で前年度対比１．７ポイントの増となりました。

歳入の主な内容は、次のとおりです。

① 市税は、２１２億４，６１８万２千円で前年度対比２．０％の増で、この主な

要因は、個人市民税が雇用・所得環境の改善による納税義務者数の増、固定資産

税及び都市計画税が負担調整措置による影響及び新築家屋の増となったことによ

るものです。なお、収入率は９８．６％で前年度対比０．５ポイントの増

② 地方譲与税は、１億６，１６９万３千円で前年度対比１．１％の減

③ 利子割交付金は、４，２９０万１千円で前年度対比７２．５％の減

④ 配当割交付金は、１億３，９９２万９千円で前年度対比２５．４％の減

⑤ 株式等譲渡所得割交付金は、８，１１９万４千円で前年度対比５６．１％の減

⑥ 地方消費税交付金は、２３億１，１２２万３千円で前年度対比１０．５％の減

⑦ 自動車取得税交付金は、７，３２９万２千円で前年度対比０．１％の増

⑧ 地方特例交付金は、６，１０８万６千円で前年度対比５．０％の増

⑨ 地方交付税は、４，１６９万１千円で前年度対比１３．１％の減

⑩ 交通安全対策特別交付金は、９５８万１千円で前年度対比５．０％の減

⑪ 分担金及び負担金は、３億７，８３７万８千円で前年度対比１４．７％の増で、

この主な要因は、保育所運営費保護者負担金が４，７８３万５千円の増となった

ことによるものです。

⑫ 使用料及び手数料は、８億５，２３６万２千円で前年度対比０．６％の増で、こ

の主な要因は、自転車駐車場使用料が８５３万７千円の減となりましたが、学童

保育育成料及び延長育成料が７４６万１千円、一般産業廃棄物処理及び清掃手数

料が６４９万３千円それぞれ増となったことによるものです。
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⑬ 国庫支出金は、６４億８，３５０万１千円で前年度対比１０．１％の増で、この

主な要因は、地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地域消費喚起・生活

支援型）が４，４８８万４千円、地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金

（地方創生先行型）が４，１４８万円それぞれと皆減なりましたが、社会資本整

備総合交付金が１億８，６２０万９千円、障害者自立支援給付費負担金が１億５

６８万７千円、保育所運営費負担金が９，５８３万８千円それぞれ増となり、ま

た、年金生活者等支援臨時福祉給付金給付事業費補助金が１億８，６００万円の

皆増となったことによるものです。

⑭ 都支出金は、６１億８，５７５万１千円で前年度対比１２．３％の増で、この主

な要因は、市町村総合交付金が７，２５７万１千円の減、国勢調査委託金が５，

７６５万１千円の皆減となりましたが、新みちづくり・まちづくりパートナー事

業委託金等の都道関連経費が４億２，４６５万６千円、認定こども園施設整備事

業補助金が１億７，５５７万５千円、東京都市街地再開発事業補助金が１億７３

５万円の増となったことによるものです。

⑮ 財産収入は、２，５１３万１千円で前年度対比１．９％の減で、この主な要因は、

土地売払収入が１３５万６千円の減となったことによるものです。

⑯ 寄附金は、２５２万３千円で前年度対比７５．９％の減で、この主な要因は、が

んばれ小金井寄附金が４７９万８千円の減となったことによるものです。

⑰ 繰入金は、１７億８，７２９万８千円で前年度対比９２．３％の増で、この主な

要因は、みどりと公園基金繰入金が５６２万円の減となりましたが、財政調整基

金繰入金が４億５，０００万円の増となり、また、国民健康保険特別会計繰入金

が４億円の皆増となったことによるものです。

⑱ 諸収入は、４億１４１万５千円で前年度対比６．８％の減で、この主な要因は、

平成２７年度障害者自立支援給付費国庫負担金追加交付金が５，０１７万５千円

の皆増となりましたが、障害児通所給付費が５，０３３万３千円、延滞金が２，

３３４万２千円それぞれ減となったことによるものです。

⑲ 市債は、４億７，２５０万円で前年度対比１８．２％の増で、この主な要因は、

防災行政無線デジタル化整備事業債が８，２３０万円の増となり、また、貫井け

やき公園用地取得事業債が４，４１０万円の皆増となったことによるものです。

なお、市債残高は２４２億１３１万６千円で前年度対比１９億４，３４６万２千

円の減、平成２３年度約３１５億円のピーク時からは約７３億円の減となりまし

た。

次に歳出ですが、執行率は９５．１％で不用額は、前年度対比７億２，０１３万

１千円増の１８億５，３９２万１千円となりました。
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歳出を、性質別分類（普通会計ベース）から見た主な内容は、次のとおりです。

① 義務的経費は、１９０億６，２３１万６千円で前年度対比４．４％の増で、こ

の主な要因は、公債費が２６億７，２１３万５千円で６，８７４万６千円、２．

５％の減となりましたが、扶助費が１０３億６，８７３万５千円で７億６，５４

５万４千円、人件費が６０億２，１４４万６千円で１億１，２６５万５千円、１．

９％の増となったことによるものです。

② 投資的経費は、３７億７，３３１万１千円で前年度対比３３．５％の増で、歳

出決算総額に対する構成比は９．４％となりました。この主な要因は、東小金井

駅北口土地区画整理事業委託料が２億８，４５６万７千円の減、賃貸物件による

保育所整備事業補助金が２億２１６万４千円の皆減となりましたが、武蔵小金井

駅南口第２地区第一種市街地再開発事業補助金が４億２，９４０万円、都道１３

４号線用地取得に伴う物件補償費が２億７３３万円、特定緊急輸送道路沿道建築

物耐震改修助成金が１億６，６８８万４千円それぞれ増となり、また、認定こど

も園施設整備事業補助金が２億５，１８０万７千円、都市計画道路３・４・１２

号線用地取得費が１億４，６０５万５千円それぞれ皆増となったことによるもの

です。

③ 物件費は、６５億５，１３８万４千円で前年度対比０．９％の増で、この主な

要因は、児童発達支援センター運営委託料が１億３３１万９千円、基幹系システ

ム修正委託料（庁内情報連携基盤整備分）が３，８０３万円それぞれ皆減となり

ましたが、児童発達支援センター指定管理委託料が９，３８９万５千円、しごと

づくり深化・拡大事業委託料が３，７４９万７千円、土地鑑定評価委託料が１，

９２２万円、福祉共同作業所暫定施設借上料が１，９１９万７千円それぞれ皆増

となったことによるものです。

④ 補助費等は、４９億３，２８７万７千円で前年度対比３．０％の増で、この主

な要因は、プレミアム付地域商品券発行事業補助金が６，６８０万６千円の皆減、

認証保育所運営費等補助金が４，８４９万円の減となりましたが、平成２７年度

保育所運営費都負担金返還金が６，０３８万２千円、平成２７年度生活保護費等

国庫負担金返還金が４，２３５万２千円、平成２７年度保育所運営費国庫負担金

返還金が２，４１８万２千円それぞれ皆増となりまた、民間保育所補助金が４，

７１５万６千円、浅川清流環境組合負担金（可燃ごみ共同処理事業負担金）が３，

０７７万５千円、賃貸物件による保育所整備事業補助金が２，２５９万８千円そ

れぞれ増となったことによるものです。

⑤ 繰出金は、３４億１，４３７万１千円で前年度対比１３．６％の減で、国民健康

保険特別会計繰出金は８億７，０２４万円で４１．１％の減、下水道事業特別会
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計繰出金は４億１８６万２千円で６．１％の減、介護保険特別会計繰出金は１１

億３，５３１万３千円で４．０％の増、後期高齢者医療特別会計繰出金は１０億

６９５万６千円で５．４％の増となりました。

⑥ 積立金は、２２億９，２５９万４千円で前年度対比１２．０％の増で、この主な

要因は、地域福祉基金積立金が７，１３２万２千円の減となりましたが、庁舎建

設基金積立金が２億８，０００万円、財政調整基金積立金が２，０００万円、教

育施設整備基金積立金が１，５２２万６千円それぞれ増となったことによるもの

です。

次に、代表的な財政指標を見ますと、

① 実質収支比率は、８．８％で前年度対比１．７ポイントの増

② 経常収支比率は、９２．７％で前年度対比１．９ポイントの増

③ 人件費比率は、１５．０％で前年度対比０．３ポイントの減

④ 投資的経費比率は、９．４％で前年度対比２．１ポイントの増

⑤ 公債費比率は、６．６％で前年度対比０．５ポイントの減

⑥ 財政力指数は、１．０３３で前年度対比０．０２８ポイントの増

本市の行財政改革のメルクマール（進捗を確認するための基準）である人件費比

率は１５．０％で、前年度対比０．３ポイントの減となりました。

また、財政構造の弾力性等質的改善のメルクマールである経常収支比率は、９０．

８％から９２．７％となりました。分母となる経常一般財源等は、経営基盤の根幹と

なる市税収入が増となったものの、地方譲与税及び税連動交付金が減となったことな

どから、全体で１億３，９７７万５千円の減となりました。一方、分子となる経常経

費充当一般財源等は、公債費が減となったものの、人件費、物件費、扶助費、補助費

等が増となったことから全体で３億８３４万２千円の増となり、経常収支比率は１．

９ポイントの増となったところです。

現在本市の人口は微増傾向にありますが、高齢者は更に増加し社会保障費も増え、

生産年齢人口はいずれ減少し、市税も減っていく「人口減少社会」という社会潮流の

中、「公共施設等総合管理計画」では、建築系公共施設の約６割が学校教育系施設で

占め、施設全体の６割以上が老朽化している状況にあります。そして公共施設等の３

５年間の将来更新費用総額は理論値で約１，５００億円必要とされています。さらに

多額の財源を必要とする重要課題では、安定的なごみ処理体制の確立、待機児童解消

等の子育て支援、駅周辺のまちづくり、更なる高齢化への対応、新庁舎及び 仮称 新

福祉会館の建設等があります。このような状況を踏まえた平成３７年度までの１０年

間の長期財政見通しは、基本構想、基本計画を策定してきた新庁舎建設事業と 仮称

新福祉会館建設事業について、一定の条件のもと財源計画を算定し策定しました。こ
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れからの行政経営は、市民目線の改革である「行財政改革プラン２０２０」と次世代

に責任を果たす「公共施設マネジメント」に基づき、将来課題を先送りせず計画した

事業を着実に推進し、「あるものさがし」の視点と限られた行政経営資源の有効活用

により、「誇りの持てる小金井」、「住み続けたいと願われる小金井」、「市民力が結集

された小金井」を共に創造してまいります。
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＜参考資料＞ 「地方財政状況調査」による。

決算額の推移
(単位:千円)

　　　　　       年　度
区　分 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度

歳 入 決 算 額
歳 出 決 算 額

過去5年間の歳入状況

(単位:千円)
　　　　　       年　度
区　分 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度

市 税
地 方 交 付 税
国 庫 支 出 金
都 支 出 金
市 債
そ の 他
歳 入 決 算 額

過去5年間の歳出状況

(単位:千円)
　　　　　       年　度
区　分 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度

民 生 費
衛 生 費
土 木 費
教 育 費
そ の 他
歳 出 決 算 額

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

その他

市債

都支出金

国庫支出金

地方交付税

市税

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

その他

教育費

土木費

衛生費

民生費

千円

千円
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※折れ線ｸﾞﾗﾌは、平成24年度を基準とした伸び率を表しています。

(単位:千円)
　　　　　       年　度
区　分 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平 成 年度

義務的経費
人 件 費
扶 助 費
公 債 費

投資的経費
その 他の 経費

歳出決算額

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

その他の経費

投資的経費

公債費

扶助費

人件費

その他の経費

公債費

扶助費

歳出決算額

義務的経費

人件費

投資的経費

千円
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基準財政需要額・基準財政収入額の推移

(単位:千円)
　　　　　　　年　度
区　分 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度

基準財政需要額
基準財政収入額
（注）平成25年度の基準財政需要額及び基準財政収入額には錯誤措置額を含まない。

地方交付税額の推移

(単位:千円)
　　　　　　　年　度
区　分 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度

普 通 交 付 税 額
特 別 交 付 税 額

地 方 交 付 税 額

都市計画税の状況

千円 Ａ

　都市計画税の充当割合
※｛Ａ／(Ａ＋Ｉ)×１００｝　小数点以下第２位四捨五入

(単位:千円)

街 路
公 園
下 水
そ の 他
市街地開発事業

都 市 計 画 税 収 入 額

都 市 計 画 事 業 費 等 都 市 計 画 事 業 費 等 の 財 源 内 訳
地 方 債 Ｆ
支 出 金 Ｇ
負 担 金 そ の 他 Ｈ

合 計 （ Ｂ ＋ Ｃ ＋ Ｄ ） Ｅ

都 市 計 画 税 Ａ
一 般 財 源 等 Ｉ

都 市 計 画 事 業 費 Ｂ 合 計
土 地 区 画 整 理 事 業 費 Ｃ
地 方 債 償 還 額 Ｄ

千円

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

基準財政収入額

基準財政需要額

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

特別交付税

千円

普通交付税
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経常収支比率の推移

（経常収支比率）

経常経費充当一般財源等
×１００

歳入経常一般財源等 ＋ ※（減収補てん債特例分＋臨時財政対策債）

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

維持補修費

繰出金

補助費等

物件費

公債費

扶助費

人件費

比率（％）

※ 各年度とも、投資・出資・貸付金については
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市の借入金の状況（平成28年度末現在）

（その他の内訳）
衛生債 8,469万7千円
臨時税収補てん債 4,341万3千円
消防債 4億402万円

（単位：千円）

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

（単位：％）
　 　  年　度
区　分

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

公債費比率

起債制限比率

公債費負担比率

市 民 １ 人
当 た り の
借 入 額

土木債
億 万

千円

臨時財政

対策債
億 万

千円

減税

補てん債

億 万

千円

総務債

億 万

千円

下水道債
億

万円

民生債
億 万

千円

教育債

億 万 千円

その他
億 万円

財務省

億 万

千円

東京都

億 万

千円

日本郵政

億 万

千円

銀行

億 万

千円

区市町村

振興協会

億 万 千円

地方公共団体

金融機構

億 万

千円

（借入先別）

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

千円

市民１人当たりの借入額

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

％

公債費比率等の推移

公債費比率

起債制限比率

公債費負担比率

億 万
千円

億 万
千円

（目的別）
国土交通省

万 千円
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償 還
期 間 利 率

（ 年 ） （ ％ ）
財 政 融 資
資 金

平成29年5月26日

財 政 融 資
資 金

平成29年5月26日

財 政 融 資
資 金

平成29年5月26日

財 政 融 資
資 金

平成29年5月26日

地方公共団体
金 融 機 構

平成29年5月30日

振 興 基 金 平成29年3月31日

振 興 基 金 平成29年3月31日

振 興 基 金 平成29年3月31日

振 興 基 金 平成29年3月31日

振 興 基 金 平成29年3月31日

※　償還期間（　　）内書きは据置期間

合　　　　　　計

都市計画事業（貫井けやき公園用地取得事業）

都市計画事業（都市計画道路3・4・8号線整備事業）

東小金井駅北口土地区画整理事業

計

都市計画事業（都市計画道路3・4・12号線整備事業）

都

貸

付

金

都市計画事業（小長久保公園用地取得事業）

計

市 債 額

都市計画事業（都市計画道路3・4・12号線整備事業）

備 考

都市計画事業（貫井けやき公園用地取得事業）

都市計画事業（都市計画道路3・4・8号線整備事業）

都市計画事業（小長久保公園用地取得事業）

平 成 28年 度　　　借 入 市 債 の 内 訳

(単位：千円）

事 業 名 借 入 先区分 借 入 日

公

的

資

金
防災行政無線デジタル化整備事業
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（単位：千円）

国都支出金 地方債 その他

社会福祉

社会福祉費

老人福祉費

児童福祉費

生活保護費

社会保険

国民健康保険繰出金

介護保険事業繰出金

保健衛生

保健衛生費

後期高齢者医療特別会計繰出金

地方消費税交付金（引上げ分）の社会保障財源化内訳

平成２８年度決算　地方消費税交付金

事業名

小　　　計

うち　現 行 分

うち　引上げ分

2,311,223千円

1,134,085千円

1,177,138千円

一般財源

小　　　計

合　　　計

※引上げ分の地方消費税交付金は社会保障４経費の一般財源に充てる。

※社会保障４経費とは、社会福祉、社会保険及び保健衛生に関する施策をいう。

事業費
（人件費除く）

特定財源

小　　　計
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１　みどりあふれる快適で人にやさしいまち（環境と都市基盤）

事 業 名 主　　管　　課 概　　　　　　　　要

環境対策事務に要する経費 環境政策課 市民が設置した太陽光発電設備等住宅用新エネルギー機器等の購入費用の一部を補助

塵芥処理に要する経費 ごみ対策課
可燃ごみの処理を広域支援により多摩地域のごみ処理施設で実施、浅川清流環境組合にて実施する新
可燃ごみ処理施設の整備・運営事業に要する費用を負担、清掃関連施設整備基本計画を平成２８、２９
年度の２か年で策定

ごみ減量啓発に要する経費 ごみ対策課 市内在住の個人等を対象に、生ごみ減量化処理機器の購入費用の一部を補助

道路新設改良に要する経費 道路管理課
道路調査委託、市道４９５号線及び市道４９８号線道路補修工事、市道７８７号線外道路用地取得等を実
施

都道１３４号線整備に要する経費
都市計画課
道路管理課

都道１３４号線整備に係る用地取得、物件補償、道路予備修正設計委託等（新みちづくり・まちづくりパー
トナー事業）を実施

主要地方道１５号線整備に要する経費
都市計画課
道路管理課

主要地方道１５号線整備に係る用地取得、物件補償、電線共同溝設置工事等を実施

市街地再開発等の事業に要する経費
まちづくり
推進課

武蔵小金井駅南口第２地区市街地再開発組合に対し、補助対象業務に係る費用を補助

特定緊急輸送道路沿道建築物耐震化
助成に要する経費

まちづくり
推進課

対象となる道路に沿った建築物の耐震診断、耐震補強設計、耐震改修等に要する経費を補助

土地区画整理事業に要する経費 区画整理課
東小金井駅北口土地区画整理事業に係る仮換地の指定、建物の移転補償及びそれに伴う調査、整地、
道路築造工事等を実施

都市計画道路３・４・１２号線整備に要す
る経費

道路管理課 街路築造工事、電線共同溝設置工事、実施設計委託等を実施

都市公園等の整備に要する経費 環境政策課 貫井けやき公園及び小長久保公園の用地の一部について取得を実施

２　ふれあいと活力のあるまち（地域と経済）

事 業 名 主　　管　　課 概　　　　　　　　要

安全・安心まちづくり対策に要する経費 地域安全課 地域団体が行う防犯カメラを設置する事業に対し、補助金を交付

民間非営利団体に要する経費
コミュニティ
文化課

市民活動団体等からの提案により、協働事業に必要な経費を補助

消費者対策に要する経費 経済課 消費生活相談室の機能強化及び若年者に対する消費者啓発を実施

観光振興に要する経費 経済課
観光振興事業、情報の受発信及び市民や団体、企業等を繋げる等の中間支援組織としての業務の支援
を実施

消防団活動に要する経費 地域安全課 消防団員OBにより結成される小金井市消防災害支援隊に貸与するアポロキャップ及びベストを作成

災害対策に要する経費 地域安全課
備蓄計画に基づき食糧・生活必需品・災害用トイレ・医薬品・備品を購入、耐震性貯水槽の設置工事、防
災マップの更新及び全戸配布を実施

３　豊かな人間性と次世代の夢を育むまち（文化と教育）

事 業 名 主　　管　　課 概　　　　　　　　要

集会施設の維持管理に要する経費
コミュニティ
文化課

婦人会館及び貫井北町集会場の耐震診断を実施

はけの森美術館事業に要する経費
コミュニティ
文化課

展覧会（所蔵作品展２回、企画展２回、ギャラリーコンサート１回）等を実施

特別支援教育に要する経費 指導室 児童・生徒の日常介助や学習活動上のサポートを充実するため、特別支援教育支援員の増員を実施

不登校児・生徒支援モデル事業に要す
る経費

指導室 不登校の児童・生徒その保護者の支援及び計画的に支援していく体制づくりのモデル事業を実施

学校運営に要する経費 学務課 小金井第三小学校の通学路に防犯カメラを設置

学校施設整備に要する経費 庶務課
トイレ改修工事、非構造部材改修工事、給食機器設置に伴う設備工事、給食室防火区画改修工事、給食
用リフト改修工事、プール循環ろ過設備改修工事等を実施

公民館維持管理に要する経費 公民館 貫井南分館の屋上防水改修工事を実施

図書館事業に要する経費 図書館 図書館本館に利用者向けインターネット端末及びプリンタを設置

図書館維持管理に要する経費 図書館 図書館本館の空調設備改修に係る設計、非常灯及び避難誘導灯等の設備の改修を実施

少年自然の家維持管理に要する経費 生涯学習課 清里山荘の大浴場の浴槽シーリングの改修、床タイルの張替え等の工事を実施

スポーツ推進計画策定に要する経費 生涯学習課 日常的にスポーツに取り組む機会の創出と、健康寿命の増進を目的とした計画の策定を実施

２０２０年東京オリンピック・パラリンピック
推進に要する経費

生涯学習課
２０２０年大会開催に向け、リオデジャネイロオリンピック・パラリンピック大会出場選手応援事業及び地元ス
ポーツ選手応援事業を実施

総合体育館維持管理に要する経費 生涯学習課 総合体育館改修工事調査を受けた改修計画に基づき、屋上防水改修工事を実施

主な事業の概要
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４　誰もが安心して暮らせる思いやりのあるまち（福祉と健康）

事 業 名 主　　管　　課 概　　　　　　　　要

保健福祉総合計画策定に要する経費 地域福祉課 市民の福祉と健康づくりに資することを目的として策定された保健福祉総合計画を改訂

介護支援ボランティアポイント事業に要
する経費

介護福祉課 ボランティアに参加した高齢者に対して介護支援ボランティアポイントを付与

臨時福祉給付金給付に要する経費 地域福祉課 消費税率引上げに際し、低所得世帯への影響を緩和するための臨時的な給付措置を実施

年金生活者等支援臨時福祉給付金給
付に要する経費

地域福祉課 賃金引上げの恩恵が及びにくい低所得の高齢者に対して給付措置を実施

民間保育所助成に要する経費 保育課 保育特定教育・保育施設及び特定地域型保育施設の運営費等の補助及び支弁

保育室等保護者助成に要する経費 保育課 認可外保育施設に通う児童の保護者への助成金を増額して交付

保育施設開設及び改修に要する経費 保育課 新たに特定保育施設、小規模保育事業所、家庭的保育事業所及び認定こども園の設置等を実施

児童発達支援センター運営に要する経
費

自立生活支援課 児童発達支援センターの運営・管理について、指定管理者制度を導入

妊婦健康診査に要する経費 健康課 超音波検査の年齢要件を撤廃し、ＨＩＶ抗体検査及び子宮頸がん検査を検査項目に追加し実施

健康教育及び食育に要する経費 健康課 食育アンケート調査等を実施し、平成２９年度から５年間の推進計画を策定

負担金・補助金 健康課 骨髄・末梢血幹細胞移植の推進及びドナー登録者の増加を図るため、ドナー等に対して、奨励金を交付

Ｂ型肝炎ワクチン接種に要する経費 健康課 平成２８年４月１日以降に生まれた生後１歳に至るまでの乳児を対象に予防接種の全額公費負担を実施

５　基本構想実現のために（計画の推進）

事 業 名 主　　管　　課 概　　　　　　　　要

徴収事務に要する経費 納税課 収納率の更なる向上を実現するため自動電話催告システムを導入し、未納者に対し電話催告を実施
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決　算　額

　

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

企画政策課
男女平等意識の育成に
要する経費
男女平等意識の育成に
要する経費

＜事業内容＞
 男女平等意識の育成のため、以下の事業を行う。
１　第３０回こがねいパレットの開催
２　情報誌「かたらい」第４４号・第４５号の発行
３　多摩３市男女共同参画推進共同研究会　小金井市男女共同参画講
　演会の開催
４　女性総合相談事業の実施
５　再就職支援講座の開催
６　男女平等都市宣言普及啓発冊子の発行
７　国内研修事業参加補助金の交付
８　ＤＶ防止普及啓発パネル展の開催

2・1・4-1

１　「幸せを呼ぶ１０秒そうじ　そうじをしたくなるお話を聞きにきませんか
　？」をテーマに、講演会、団体展示を実施し、男女共同参画について
　周知を図った。
２　情報誌「かたらい」を発行し、男女共同参画に関する事柄について、
　市民に周知を図った。
３　「見つめ直そう！ワーク・ライフ・バランス　～兼業主夫として宇宙飛
　行士を支えて～」　をテーマに多摩３市男女共同参画推進共同研究
　会を開催し、男女共同参画社会基本法、市の男女共同参画に係る
　施策についても周知を図った。
４　女性総合相談を実施し、生活を営む中で直面している悩みや問題
　等について、情報の提供・適切な助言により、方向が見いだせるよう
　援助した。
５　育児や介護等で仕事を退職し、再就職を希望している女性を対象
　に再就職を支援する講座を開催した。
６　「新成人のみなさんへ」と題して、企画政策課、保険年金課、経済
　課、選挙管理委員会と共同で冊子を発行し、男女平等都市宣言等
　の周知を図った。
７　男女平等意識の高揚を図るため、男女共同参画社会の形成の促
　進に係る会議等に参加する市民に参加費用の一部を補助する「国
　内研修事業参加補助金」を交付した。
８　「女性に対する暴力をなくす運動」に合わせ、ＤＶ防止普及啓発の
　ためのパネル展を開催した。

　　詳細については、「平成２８年度事務報告書」内事務実績の「企画
　政策課」を参照

　
　　　　　　　　多摩３市男女共同参画推進共同研究会
　　　　　　　　小金井市男女共同参画講演会の様子
　

千円

＜事業成果＞
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決　算　額

企画・調整に要する経費

千円

　男女平等社会の実現を目指し、行動計画を総合的かつ計画的に推進
するため、以下の事業を行う。
１　男女平等推進審議会の開催
２　第５次男女共同参画行動計画の策定
３　苦情処理窓口及び男女平等苦情処理委員の設置
４　緊急一時保護施設運営費補助金の交付

2・1・4-2

　公共施設等総合管理計画策定　（５，７１５千円）
　１　市民アンケートの実施
　２　市民意見交換会（ワークショップ形式）の実施
　３　公共施設等に関するポスター展示の実施等

　詳細については、「平成２８年度事務報告書」内事務実績の「企画政策
課」　を参照

＜事業成果＞

事業内容及び成果

＜事業内容＞

2・1・8-1

千円

＜事業成果＞
１　男女平等推進審議会は、男女平等に係る諸課題を審議し、第５次男
　女共同参画行動計画（案）を策定するため、会議（７回）を開催し、市民
　懇談会での意見等を踏まえ、平成２９年２月に第５次男女共同参画行
　動計画（案）を市長に答申した。
２　男女平等推進審議会の答申を尊重し、平成２９年３月に第５次男女共
　同参画行動計画を策定した。
３　男女平等基本条例に基づく苦情処理窓口及び苦情又は相談を適切
　かつ迅速に処理するため苦情処理委員２人を設置した。
４　配偶者からの暴力の防止及び被害者の一時保護を図るため、その活
　動を行う民間の緊急一時保護施設に運営費の一部を補助する「緊急一
　時保護施設運営費補助金」を交付した。

　　詳細については、「平成２８年度事務報告書」内事務実績の「企画政
　策課」を参照

事　業　名
款・項・目-事業番号

行動計画の推進に要する
経費

＜事業内容＞
　公共施設等の全体を把握し、長期的な視点を持って、更新、統廃合、
長寿命化等を計画的に行うことにより、財政負担を軽減し、及び平準化
するとともに、公共施設等の最適な配置等に関する今後の方向性を示す
公共施設等総合管理計画の策定を平成２７年度からの２か年で行う。
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決　算　額

  平成２８年度市報「こがねい」発行・配布実績、広報掲示板利用状況及
び印刷物配布実績は、「平成２８年度事務報告書」内事務実績の「広報秘
書課」を参照

送付本数 延べＣＤ246枚、カセットテープ432本

平成２８年度広報掲示板整備実績
建て替え１基　撤去１基

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

広報秘書課
広報活動に要する経費
2・1・3-1

＜事業内容＞

千円

　 市政に対する市民の理解と協力のもとに、市民とともに歩む市政を
推進するため、広報活動を行う。主に、市報「こがねい」の発行、視覚
障がい者（１～６級）の方を対象とした「声の広報」の提供、市及び関係
機関の主催する行事等の広報掲示板への掲示等を行う。

　１　市報「こがねい」発行
　　　市報「こがねい」を発行、全戸配布（小金井市シルバー人材セン
    ターに委託）することにより、行政情報から生活情報まで広く情報
　　を提供した。市報をホームページでも見られるようにするため、ＰＤ
　　Ｆ版を作成した。また、スマートフォン等で市報が見られるようにす
　　るため、閲覧用のアプリケーションを利用し、情報を提供した。
　２　声の広報
　　　市報を朗読しＣＤとカセットテープに収録した「声の広報」を、送
　　付希望のあった視覚障がい者（１～６級）の方に送ることにより、聴
　　覚による情報提供を行った。また、市ホームページにも音声データ
　　を掲載し、送付対象者以外にも音声データを提供した。
　３　広報掲示板
　　　市内９０箇所に設置した広報掲示板にポスター等を掲示すること
　　により、市政情報を地域に提供した。

平成２８年度「声の広報」送付実績

＜事業成果＞

対象人数 18人（平成28年度末現在）
送付回数 24回（原則、発行ごとに送付）
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決　算　額

１　各種相談業務
２　庁内案内業務
３　「市政だより」の発行、「町会長・自治会長連絡会」の開催
４　「市民と市長の座談会」の開催
５　「市民の声」の受付
６　市民掲示板の整備

千円

＜事業成果＞
１　平成２８年度相談件数は「平成２８年度事務報告書」内事務実績の
　「広報秘書課」を参照
２　平成２８年度実績数は「平成２８年度事務報告書」内事務実績の「広
　報秘書課」を参照
３　「市政だより」に市からのお知らせや官公署からの連絡事項を掲載し、
　町会・自治会を通して地域住民に広く周知できた。「町会長・自治会長
　連絡会」の開催により、町会・自治会からの意見・要望等を聴くことがで
　きた。
４　市政に対して市民がどのような施策を望み、どのような意見を持ってい
　るか、市長が市民と直接対話し、市政に反映させることができた。
５　市民の意見・要望・苦情等を把握し、市政に反映させることができた。
　また、ファクス、Ｅメールを利用することにより、２４時間いつでも「市民
　の声」　を受け付けることができた。
６　市民が自由に使用できる市民掲示板を整備し、市民の自由な意見交
　流と日常生活の利便に役立てた。

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

広聴・相談に要する経費 ＜事業内容＞

　３～６の詳細については、「平成２８年度事務報告書」内事務実績の「広
報秘書課」を参照

2・１・3-2
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決　算　額

＜事業内容＞
１　平和や基本的人権の理解を深めるための講演会を開催し、日常生
　活を通して平和や基本的人権などを考え認識を新たにする機会となっ
　た。
２　非核平和映画会、原爆写真パネル展などの催しを実施し、「非核平
　和都市宣言」の趣旨を広く市民に知らせることができた。また「平和行
　事」参加の旅では広島市の原爆死没者慰霊式及び平和祈念式に市
　民１１人を派遣し、核兵器廃絶と平和の尊さについて認識を深め「非
　核平和都市宣言」の意義を高めることができた。
３　戦争の記憶を風化させず後世に伝え、未来に平和を引き継いでいく
　ため、平成２６年度に策定した小金井平和の日条例に基づき、記念行
　事を開催して平和意識の高揚を図ることができた。

2・1・3-3

事業内容及び成果

　詳細については、「平成２８年度事務報告書」内事務実績の「広報秘書
課」を参照

平和推進事業に要する
経費

小金井平和の日記念行事

事　業　名
款・項・目-事業番号

千円

＜事業内容＞
１　平和講演会
２　非核平和事業
３　小金井平和の日記念行事
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決　算　額

防犯効果を高めるため、以下の事業を実施する。
１　青色防犯パトロール事業
２　こがねい安全・安心メール配信
３　自主防犯活動団体に防犯資機材支給
４　こがねいし安全・安心あいさつ運動
５　小金井市安全・安心まちづくり協議会
６　市民防犯講習会
７　防犯設備整備事業補助

６　市民防犯講習会を開催した。

9・1・2-1

　平成２８年度消防水利は、「平成２８年度事務報告書」内事務実績の
「地域安全課」を参照

消防施設維持管理に要
する経費

千円

＜事業内容＞
　消火活動・災害防止活動を円滑に進めるための当該施設の維持管理
事業を実施する。

＜事業成果＞

７　地域団体が行う防犯カメラを設置する事業に対し、補助金を交付した。
　　平成２８年度補助金交付　防犯カメラ設置台数６台

　消火栓等の新設や補修を行い、消防水利の充実・強化を図った。

  た。

千円

１　青色回転灯装備車両による市内パトロールを行った。
　　平成２８年度青色回転灯装備車両によるパトロール状況は、「平成２８
　年度事務報告書」内事務実績の「地域安全課」を参照

２　メール配信登録者にメールを配信した。
　　平成２８年度こがねい安全・安心メール配信状況は、「平成２８年度事
　務報告書」内事務実績の「地域安全課」を参照

４　子どもの安全確保方策として、こがねいし安全・安心あいさつ運動を
　推進し、チラシやのぼり旗、推進月間ポスター等を作成しての広報活動
　を行った。

５　防犯施策推進のため小金井市安全・安心まちづくり協議会を開催し

＜事業成果＞

３　市内で自主防犯活動を行う団体に防犯資機材を支給した。
　　平成２８年度防犯資機材支給状況及び内訳は、「平成２８年度事務報
　告書」内事務実績の「地域安全課」を参照

　　平成２８年度小金井市安全・安心まちづくり協議会は、「平成２８年度
　事務報告書」内事務実績の「地域安全課」を参照

　　平成２８年度市民防犯講習会は、「平成２８年度事務報告書」内事務
　実績の「地域安全課」を参照

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

地域安全課
安全・安心まちづくり対策
に要する経費
2・1・1-13

＜事業内容＞
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決　算　額

購入備品

＜事業成果＞
１　震災対策用として、応急資機材の充実・増強を図った。

千円

10基

1台

マ ン ホ ー ル ト イ レ

投 光 器 1台

平成２９年小金井市消防団出初式（武蔵小金井駅南口交通広場）

　平成２８年度消防団員出動状況、消防団関係行事は、「平成２８年度事
務報告書」内事務実績の「地域安全課」を参照

３　大災害時に消防団の後方支援部隊として、消防団員ＯＢによる小金
　井市消防災害支援隊を発足させ、消防力の強化を図った。

＜事業内容＞
　災害対策の策定、災害予防、応急復旧、避難体制の確保、備蓄品の
充実等を実施する。

２　武蔵小金井駅南口交通広場にて、消防団出初式を行い、団員の
　士気　高揚・市民の防火意識の向上等を図った。

吸 管 1本 ヘ ッ ド ラ イ ト 78個
自動体外式除細動器 3台

＜事業成果＞
１　補助金等も活用し、消防団活動用の装備を購入し、消防力の増強を

事業内容及び成果

　図った。
　購入物品・購入備品
新 型 防 火 衣 一 式 20式 消 火 ホ ー ス 10本

　消防団の活動等に要する経費を負担する。

事　業　名
款・項・目-事業番号

＜事業内容＞消防団活動に要する経費
9・1・2-2

炊 飯 器
1台 給 水 タ ン ク 1台

間 仕 切 り 13セット 備 蓄 倉 庫 1基
発 電 機

千円

9・1・3-1
災害対策に要する経費
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決　算　額

購入備蓄品

３　耐震性貯水槽（６０ｔ）を下弁天子供広場に設置した。

４　防災行政無線デジタル化工事を実施し、親局及び子局、操作卓の整
備並びに新規子局の設置を行った（平成２７～２８年度債務負担行為）。

５　防災マップを全面改訂し、全戸配布を行った。

６　市民の自発的な防災組織である自主防災組織に、防災対策を推進
　するための補助金を交付し、自主防災組織の育成・援助に務めた。

平成２８年度小金井市総合防災訓練（東京農工大学小金井キャンパス）

オ ム ツ （ 大 人 用 ） 222枚 オ ム ツ （ 子 ど も 用 ） 1,980枚

　平成２８年度自主防災組織補助金支給額は、「平成２８年度事務報告
書」内事務実績の「地域安全課」を参照

　平成２８年度総合防災訓練参加者は、「平成２８年度事務報告書」内事
務実績の「地域安全課」を参照

生 理 用 品 3,240枚

＜事業内容＞
　震災対応型訓練の実施により防災意識の高揚と防災行動力の向上を
図る。

簡易トイレ便袋セット 1,500回分 ガ ソ リ ン 缶 60リットル
灯 油 缶 120リットル 電 池 1,768本

18,100食

事業内容及び成果

粉 末 消 火 器 80本
毛 布 100枚 非 常 用 保 存 水 7,752リットル

調 製 粉 乳 80缶

２　災害応急体制の充実を図るため、生活必需品や食糧などの主要救

＜事業成果＞
　１０月２日、東京農工大学小金井キャンパス、小金井市障害者福祉セン
ターにおいて総合防災訓練を実施した。

事　業　名
款・項・目-事業番号

　助物資の充実・増強を図った。

ビスケット・クラッカー 8,400食 ア ル フ ァ ー 米

防災訓練に要する経費
9・1・3-2

千円
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決　算　額

　平成２８年熊本地震による被災地へ、支援物資を搬送する。

支援物資
非 常 用 保 存 水 3,000リットル オ ム ツ （ 大 人 用 ） 222枚

生 理 用 品 2,304枚

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

熊本地震復興支援に要
する経費

＜事業内容＞

9・1・3-3

千円
＜事業成果＞

オ ム ツ （ 子 ど も 用 ） 1,809枚
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決　算　額

婦人会館 貫井北町集会場

　婦人会館（昭和４２年８月開設）及び貫井北町集会場（昭和４７年１２月
開設）の耐震診断を行う。

国際交流に要する経費
2・1・10-2

千円

千円

事業内容及び成果

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号

三宅村友好都市交流に
要する経費

＜事業内容＞
　友好都市三宅村の噴火災害の復興支援・交流を行うとともに、民間交流
活動の中心となっている小金井三宅島友好協会に援助する。2・1・10-1

＜事業内容＞

千円

　上記２施設について、耐震診断を行った。

＜事業成果＞

＜事業内容＞
　国際交流事業として、次の４事業を実施する。
１　母語が日本語以外の方々８人が出場して「日本語スピーチコンテスト」
　を開催する。
２　日本文化への理解と交流を深めるため、外国籍市民を中心に「うどん
　打ち体験会＆懇親会」を開催する。
３　小学校４～６年生と外国籍市民が年齢と国籍を超えて交流する「こども
　国際交流フットサル大会」を開催する。
４　東京２０２０五輪の開催を見据え、日本を訪れた外国人に簡単な英語
　で道案内等の手助けをする「外国人おもてなし語学ボランティア」の育
　成講座を開催する。

  なかよし市民まつり後に、三宅村訪問団懇親会を友好協会と共催で実
施し、市民とともに両自治体の一層の交流を図った。多摩・島しょ広域連
携活動助成金を活用し、両自治体の児童を対象とした青少年自然・文化
体験交流事業については、台風のため中止となったが、両自治体の参加
予定児童が、お互いに向けてメッセージを発信するなど、間接的ではあっ
たが交流を深めることができた。

＜事業成果＞
　合計２６５人（上記事業１：４９人、２：３４人、３：８２人、４：１００人）の参加が
あり、様々な場面で幅広い交流が図られ、市民の国際交流への関心・理
解を深めることができた。

＜事業成果＞

コミュニティ文化課
集会施設の維持管理に
要する経費
2・1・9-2
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決　算　額

文化振興に要する経費

＜事業成果＞
１　市民団体の活動を補助することにより、文化振興に貢献することができ
　た。

　　補助金の内訳等は、「平成２８年度事務報告書」内、事務実績の「コ
　ミュニティ文化課」を参照

２　江戸文化体験事業は、東京学芸大学の留学生を対象に、江戸糸あや
　つり人形に関わる講義、小公演の鑑賞、人形遣いの体験を行った。外
　国人留学生達は、お互い協力しあいながら、日本の伝統文化の手法を
　学んだ。

３　小金井市芸術文化振興計画の推進事業については、第３期の２年目
　となり、「まちはみんなのミュージアム」をテーマに第１期、第２期の活動を
　踏まえた事業全体の底上げを図った。（一財）地域創造及び、文化庁の
　助成を受けて、昨年度から開始した市民が表現活動に取り組むワーク
　ショップ「小金井と私、秘かな表現」は、展覧会「想起のボタン」と連続ワ
　ークショップを行った。また学校連携事業では、小学校３校が、アーティ
　ストを招いて行った授業の成果を、それぞれの学校の近く（子ども達の生
　活圏内）で屋外展示をし、地域の市民にも見てもらう機会を作った。

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

＜事業内容＞
１　市民団体の自発的な文化活動を支援し、活性化を目的に、市文化協
　会、小金井薪能、市民まつり実行委員会、市民まつり実行委員会事務
　局、市民文化祭実行委員会に補助金を交付し支援をする。
２　江戸文化体験事業は、江戸から伝わる伝統文化を広く市民に知って
　もらい、親しんでもらうことを目的として行う。平成２８年度は、文化庁補
　助金を活用し、東京学芸大学留学生センターとタイアップし、登録無形
  文化財である江戸糸あやつり人形の体験ワークショップを行う。
３　平成２１年４月に施行された小金井市芸術文化振興計画の推進事業
　については、計画の第３期の２年目となり、市民による実施主体が具体
　的な事業の推進を担うという計画のスケジュールに基づき立ちあがった、
　特定非営利活動法人アートフル・アクションに事業を委託し、第１期、
　第２期の経過を踏まえ、次期計画策定を視野に入れた計画推進事業運
　営を行う。

千円

2・1・10-3

市民生活展「想起のボタン」
１ｓｔ ｂｕｔｔｏｎ 記憶のエピソード

本町小「６年生のわたし」
本町小自画像展
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決　算　額

事業内容及び成果

2・1・10-4

千円

事　業　名
款・項・目-事業番号

民間非営利団体に要する
経費

＜事業内容＞

2・1・10-5

１　相談・コーディネート件数が延べ１４７件となり、市民の市民活動・協働
　への関心の高さがうかがわれた。
２　市民協働のあり方等検討委員会からの答申を受け、ＮＰＯ法人派遣研
  修及び協働推進職員研修を行い、市職員の協働意識の向上に寄与し
  た。
３　会場を小金井 宮地楽器ホールに移し、約２，５００人の市民が参加す
　る大きなイベントを開催したことで、市民活動の機運の醸成が図られた。
４　平成２８年度採択事業は１件となった。
　
　　詳細は「平成２８年度事務報告書」内の「コミュニティ文化課」を参照

１　市民協働支援センター準備室において、市民活動・市民協働につい
　ての相談、コーディネート等を行う。
２　職員研修としてＮＰＯ法人派遣研修及び協働推進職員研修を実施す
　る。
３　小金井ＮＰＯ法人連絡会、小金井市福祉ＮＰＯ法人連絡会、市民協
　働支援センター準備室、小金井ボランティア・市民活動センターと共催
　で「こがねい市民活動まつり」を開催する。
４　市民協働提案制度を創設し、市民活動団体等からの提案で実施する
　協働事業に対して提案型協働事業補助金を支出する。

＜事業成果＞

＜事業成果＞

　安定的な貸館運営を行い、自主事業については、芸術文化公演事業を
２６件、市民芸術振興事業を１６件実施した。
　また、市の財産を有効に活用し、新たな財源を確保することにより、当該
施設等の持続可能な管理・運営を行い、これにより市民サービスの向上を
図ることを目的として平成２７年度から３年間命名権（ネーミングライツ）制
度を導入した。

芸術文化施策に要する経
費

＜事業内容＞
　小金井市民交流センターの貸館、自主事業等の安定的な管理運営を
行う。

千円

市民協働提案制度
公開プレゼンテーション審査

こがねい市民活動まつり
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決　算　額

展示の様子ギャラリーコンサート

はけの森美術館事業に要
する経費

＜事業内容＞
　今年度は、開館１０周年に当たり、企画展２回「中村研一とその時代　笠
間日動美術館のパレットコレクションより」、「風景への視線　郡山市立美
術館所蔵　近代イギリス風景画展」と、所蔵作品展２回「中村研一回顧
展」、「さまざまな道程」、ギャラリーコンサート１回を行う。

2・1・10-8

千円

事　業　名
款・項・目-事業番号

＜事業成果＞
　平成２８年度は、開館１０周年にあたるため、記念の企画展を２回「中村
研一とその時代　笠間日動美術館のパレットコレクションより」、「風景への
視線　郡山市立美術館所蔵　近代イギリス風景画展」を行った。また、新
春ギャラリーコンサート「カウンターテナーとチェンバロで彩る研一の時代」
を、附属喫茶棟の再オープンにあわせて、休館中の催しとして行った。

事業内容及び成果
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決　算　額

7・1・1-2

＜事業内容＞
　商工業の活性化の推進と創造的産業の育成に向けて、商工会・商店会
への補助及び起業家育成支援等を行う。

＜事業成果＞

＜事業成果＞

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

経済課 ＜事業内容＞

　東京都消費者行政推進交付金の活用により、以下の施策を実施した。
１　消費生活相談室の機能強化
　　平成２７年度から消費生活相談員を原則２人体制にすることにより、
  相談員の研修参加回数が平均８回から１２回となり、スキルアップを図
　ることができた。また、相談員の人員を確保することで、平成２８年度の
　消費者スクール開催校の増に繋げることができた。
　
２　若年者向け消費者教育推進
　　市内公立中学校４校で「トラブルを知ってカシコイ消費者になろう！」
　をテーマとした消費者スクールを実施した。市相談員が講師となり、身
　近に潜む消費者トラブルの紹介、対処法、契約やインターネット利用
　の基礎知識等について説明し、被害の未然防止と消費者意識の向上
　を図った。

　平成２８年度消費者対策に対する事業内容は、「平成２８年度事務報告
書」内事務実績の「経済課」を参照

　市内産業の定着・活性化及び定住人口・滞在人口の増加を図ることを
目的としたしごとづくり深化・拡大事業において、「創業機運の醸成から拡
大」、「教育的特性を生かしたローカルイノベーション」、「江戸東京テーマ
の滞在型ビジネス創出」に関する事業を実施し、小金井市ならではの地
域産業の創出を図るとともに、将来への事業拡充につながる産学官金の
連携体制を構築した。

消費者対策に要する経費

千円

　高度化・複雑化する消費生活相談へ的確かつ迅速に対応できるよう相
談室の機能強化を実施する。また、消費生活の経験や知識の浅い若者
たちが、消費者被害にあうケースが急増している。若者への消費者教育
を進め、被害の未然防止・消費者意識の啓発強化を推進する。

商工振興に要する経費

千円

事業概要図

7・1・2-1
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決　算　額

千円

事業内容及び成果

　小金井市観光まちおこし協会が新たに担うこととなった情報の受発信や
市民、団体、企業等をつなげる中間支援組織としての機能の業務に対し
支援を行うことにより、地域振興に関する窓口としての機能を構築した。

観光振興に要する経費

＜事業成果＞

　市内の観光振興を図るため、小金井市観光まちおこし協会及び小金井
阿波おどり振興協議会の運営費等に対し、補助金を交付する。

7・1・3-1

事　業　名
款・項・目-事業番号

＜事業内容＞

小金井市観光まちおこし協会
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決　算　額

現年度徴収率
平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

事業内容及び成果

＜事業内容＞
　自動音声による電話催告システムを導入し、早期の電話しょうようによる納
付の呼び掛けをより広く行うことで、収納率の維持・向上を図る。

(単位：％）
年度

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号

納税課

　自動音声による電話しょうようを行うことができるシステムを平成２８年１０月
に導入・運用開始した。１時間に１００件以上の発信が可能となり、広く電話
しょうようを行うことができた結果、文書催告等の取組の相乗効果により、収
納率が向上した。

＜事業成果＞

収納事務に要する経費
2・2・3-1

千円

該当者 現年度各期別の納期限後、督促状をお送りしても約 1 ヶ月後

に納付等がない納税義務者に対して電話を行う。 
 
 

                   
電話回線 

 
 

 
発信専用電話から自動音声にて発信 

 
 

不在の場合（留守番電話を含む。）は、留守番電話の内容が流れ終了 
本人が電話に出た場合は、本人確認後にお願いと回答を選択し、終了 

 

操作用ＰＣ 

納税者 
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決　算　額

貫井けやき公園

その他 収入印紙代　　３０，０００円

１　小長久保公園用地を取得する。

補助実績
（１）　太陽光発電システム 　　　　　　　　　　　　３，８５５，０００円  （４１件）
（２）　燃料電池コージェネレーションシステム　５，７５０，０００円 (１１５件）
（３）　太陽熱温水器　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５，０００円    （１件）

＜事業内容＞都市公園の整備に要する
経費
8・4・5-6

千円

千円
２　貫井けやき公園用地を取得する。

4・1・5-3

＜事業成果＞

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

環境政策課 ＜事業内容＞
　住宅用新エネルギー機器等普及促進補助金
　良好な環境を次世代に継承していくため、自然環境の保全や快適な
生活環境を確保する。二酸化炭素の排出削減に効果のある設備を導
入する者に対し、その設置費用の一部を補助することにより、二酸化炭
素削減に向けた行動を促進する。

環境対策事務に要する
経費

＜事業成果＞
１　小長久保公園用地取得費等　６６，６９２，０３２円　１３３．７３㎡

２　貫井けやき公園用地取得費等　８７，９２３，０７１円　　３１７．９５㎡
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決　算　額

10・4・4-5（1）

名勝小金井（サクラ）復活
プロジェクトに要する経費

　小金井桜計１１本の運搬、植樹等を行った。

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

玉川上水緑地帯　川崎平衛門橋付近

千円
＜事業成果＞

＜事業内容＞
　地域が誇る文化的資産であるサクラ並木を再生し、再び名勝と呼ばれる
に相応しい景観を復活させる事業を行う。環境政策課関係経費
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決　算　額

4・2・2-1
１　可燃、不燃ごみ収集に要する経費
　　一般家庭等から排出される可燃系ごみ及び不燃系ごみの収集運搬を
　行い、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図る。

２　粗大ごみ等収集に要する経費
　　一般家庭から排出される粗大ごみの収集運搬を行い、生活環境の保
　全及び公衆衛生の向上を図る。

事業内容及び成果

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号

ごみ対策課
塵芥収集に要する経費

4・2・2-2 １　市内から発生する廃棄物を適正に処理するとともに、新可燃ごみ処理
　施設の整備・運営事業を推進する。

２　清掃関連施設整備基本計画を平成２８・２９年度の２か年で策定する。

千円

＜事業内容＞

＜事業成果＞
１　家庭系可燃ごみについては、多摩地域の市及び一部事務組合の計４
　団体に焼却処理をしていただき、事業系可燃ごみやその他不燃系ごみ
　についても処分又は再生の実施状況を確認する等、適正な処理を推
　進した。
　　新可燃ごみ処理施設の設置及び運営等を共同して行うことを目的に
　設立した浅川清流環境組合（構成市：日野市、国分寺市、小金井市）で
　は、平成３２年度の新施設本格稼働を目指して、環境影響評価書の作
　成・縦覧及び設計・建設・運営を一括して行う事業者との契約締結等を
　実施し、本市は、組合構成団体として与えられた責任を果たした。

　平成２８年度廃棄物処理の実績は、「平成２８年度事務報告書」内事務
実績の「ごみ対策課」を参照

２　清掃関連施設整備基本計画策定のため、市民参加の検討会議を立ち
　上げるとともに、候補地周辺の自治会等協議会との協議を開始した。

千円

＜事業成果＞
１　可燃、不燃ごみ収集に要する経費
　　分別された可燃系ごみ及び不燃系ごみの収集運搬を迅速かつ堅実に
　行い、生活環境の保全及び公衆衛生の向上に寄与した。

　　平成２８年度可燃系ごみ及び不燃系ごみの収集量は、「平成２８年度
　事務報告書」内事務実績の「ごみ対策課」を参照

２　粗大ごみ等収集に要する経費
　　収集運搬を円滑に行うことで適正な処理が図られ、市民サービスの向
　上に寄与した。

　　平成２８年度粗大ごみの収集量は、「平成２８年度事務報告書」内事務
　実績の「ごみ対策課」を参照

塵芥処理に要する経費 ＜事業内容＞
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決　算　額

スマートフォン用ごみ分別アプリ オリジナル有償エコバッグ

＜事業成果＞

ごみ減量啓発に要する経
費

＜事業内容＞
　ごみ減量や分別の徹底に向けて、生ごみ減量化処理機器購入費補助
金の交付、啓発ツールの活用及びごみゼロ化推進員との協働による活動
の推進等を行う。

4・2・2-4

千円

事　業　名
款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

中間処理場維持管理に
要する経費

＜事業内容＞
　都市環境衛生の向上に資するよう、不燃系ごみの適正な処理を推進す
るとともに、近隣住民との良好な協議体制の維持及び施設の維持管理に
努める。

4・2・2-3

千円

　生ごみ減量化処理機器購入費補助金の交付、ごみ・リサイクルカレン
ダーやごみ減量啓発チラシの全戸配布、リユース食器の無料貸出し及び
ごみゼロ化推進員との協働による啓発活動のほか、スマートフォン用ごみ
分別アプリを配信し、市民のごみ減量意識の高まりを維持・拡大するととも
に、ごみの減量及び分別の徹底が図られた。またオリジナルエコバッグを
作成し、販売を開始した。

　平成２８年度生ごみ減量化処理機器購入費補助金の交付実績及びご
みゼロ化推進員活動状況は、「平成２８年度事務報告書」内事務実績の
「ごみ対策課」を参照

＜事業成果＞
　安定した受入れ及び施設の維持管理に努めたことにより、都市環境衛
生の向上、更には、適正処理による最終処分場への埋立ごみを搬出せ
ず、有効資源の再利用化を図った。

　平成２８年度事務状況は、「平成２８年度事務報告書」内事務実績の「ご
み対策課」を参照
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決　算　額

4・2・2-5

　

千円
＜事業成果＞
　資源物の分別回収、生ごみや剪定枝等有機性資源の有効活用、自治
会や子供会等による集団回収の実施等により、循環型社会の形成に向け
て限りある資源の有効活用が図られた。

　平成２８年度資源物回収量及び集団回収の実績は、「平成２８年度事務
報告書」内事務実績の「ごみ対策課」を参照

事　業　名
款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

資源ごみ回収に要する経
費

＜事業内容＞
　資源循環型社会の形成に向け、資源物の分別回収と資源化の推進を
行う。
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決　算　額

千円

3・1・1-3

民生委員等に要する経
費

　市内に６２人の委員を配置し、地域の福祉向上に努めた。

千円

社会福祉委員に要する
経費
3・1・1-2

　地域の人からの相談を行政につなげることや、調整、指導、助言等の活
動により、社会福祉の増進に努める。

＜事業成果＞
　地域住民の社会福祉への関心を高め、参加を促すとともに、行政の画
一性や限界を補い、きめ細やかな社会福祉サービスの提供のため、調
査、相談、指導、助言等の活動を行い、もって社会福祉の増進に努めた。

平成２８年度民生委員・児童委員関係の協議会開催状況等について
は、「平成２８年度事務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

＜事業成果＞

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

地域福祉課 ＜事業内容＞

＜事業内容＞
生活困窮者、高齢者、心身障がい者、児童、母子等、援助を必要とする
方に対して、民生委員・児童委員が、相談・指導・助言等を行う。

－ 47 －



決　算　額

円
円
円
円
円
円
円

社会福祉協議会緊急福祉貸付事業市貸付金

福祉サービス苦情調整委
員に要する経費 　福祉全般を対象とした福祉サービス苦情調整委員制度により、条例に基

づき設置された２人の福祉オンブズマンが、利用者からの苦情等を受け
て、公正な第三者的機関として市や関係者からの事情聴取、調査等を行
う。

＜事業内容＞

3・1・1-7

千円

ふれあいのまちづくり事業
円

事務所及び事業実施場所の賃
借に要する経費

円

要保護者緊急援護費支給事業

事　業　名
款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

ボランティア活動推進事業

社会福祉協議会助成金

旅費

項　　　　　　目

　地域住民が主体となった組織的運営により、福祉のまちづくりを目指し
て、地域社会における社会福祉活動の調査研究、連絡調整、普及宣伝、
総合的企画促進等を行う。

助　成　金
人件費

心身障害者団体補助事業

事業費
緊急福祉資金貸付事業

合　　　　　　　計 円

４９０，０００円

＜事業成果＞
　市民から寄せられた苦情等の内容に関して、個々の事情に応じて、説
明・助言、調査・照会、当事者間の調整、他機関への紹介等を行い、相談
事例等の解決に努めた。

　平成２８年度福祉サービス苦情調整委員関係については、「平成２８年
度事務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

＜事業成果＞
　小金井市社会福祉協議会職員の人件費及び事業費に対し助成するとと
もに、ボランティアによるまちづくり推進事業及び地域福祉総合推進事業
等に取り組み、永続的・自主的なボランティア活動が地域に根付くための
基盤強化を図った。

社会福祉協議会に要す
る経費

＜事業内容＞

3・1・1-5

千円
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決　算　額

１　福祉団体補助

２　福祉サービス第三者評価受審費補助

３　在日外国人等高齢者・障害者福祉給付金

１　福祉団体補助

・　小金井市遺族会 ・　小金井市身体障害者福祉協会
・　小金井市手をつなぐ親の会 ・　小金井市母子寡婦福祉会
・　小金井市視力障害者の会 ・　小金井市聴覚障害者協会
・　のびよう会 ・　小金井市精神障害者家族会
・　小金井地区肝友会 （あじさい会）

２　福祉サービス第三者評価受審費補助

３　在日外国人等高齢者・障害者福祉給付金

　場合に、その受審費の一部を補助する。

事　業　名
款・項・目-事業番号

　　社会福祉の増進及び地域活動の発展・育成に資する。

平成２８年度福祉サービス第三者評価受審費補助関係については、「平
成２８年度事務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

　　福祉サービス提供事業者が、第三者機関による評価を受け、その評
 価を公表することで、サービスの質の向上を図る。また、福祉サービス利
 用者は受審結果の情報を得ることで、自分に合ったサービスを選択する
  ことができ、利用者本位のサービスの提供が推進された。

事業内容及び成果

3・1・1-14

　　年金制度上いずれの公的年金も受給できない在日外国人等の高齢
　者及び障がい者に対して、小金井市在日外国人等高齢者・障害者福
　祉給付金を支給する。

　　小金井市内に事業所がある福祉団体が、東京都福祉サービス評価推
　進機構が認証した評価機関による福祉サービス第三者評価を受審した

負担金・補助金 ＜事業内容＞

千円

＜事業成果＞

　　市内９つの福祉団体に対して、地域活動の発展と育成の見地から補
　助金（１団体、７５，０００円から８５，０００円）を交付した。また、宿泊を伴
　う慰安旅行等のバス借上料についても補助金を６団体に交付した。

　　当該給付金の目的及び給付要件等に合致した申請者（平成２８年度
　は１人）に対して給付金を支給した。
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千円

3・1・1-24

災害時避難行動要支援
者支援事業に要する経
費

千円

＜事業成果＞

平成２８年度権利擁護センター運営関係については、「平成２８年度事
務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

　認知症高齢者、知的障がいのある方、精神に障がいのある方、判断能
力に不安のある方等の尊厳と権利を守るため、利用者サポート、専門相
談、成年後見制度利用に関する相談や助成を行う。
　また、成年後見関係機関等との連絡会を開催し、関係機関の連携を行
う。

＜事業内容＞
　学習塾等受講料や高校・大学等の受験料について無利子で貸付を行
い、一定所得以下の世帯の中学校３年生、高校３年生を支援する。高校・
大学等に入学できた場合、申請することで貸付金の返済が全額免除され
る。

低所得者・離職者対策事
業に要する経費
3・1・1-19

　避難行動要支援者の名簿を整備し、消防署、警察署、民生委員・児童
委員、自主防災組織等と情報を共有するなど災害に備えた地域の協力体
制づくりの推進を図った。
　また、高齢者、障がい者等に救急医療災害支援情報キットを給付するこ
とにより、救急及び災害時において適切な医療、支援を受けられる環境を
整備した。

平成２８年度低所得者・離職者対策事業の状況については、「平成２８年
度事務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

＜事業内容＞

　学習塾などの費用や受験費用を貸し付けることにより、一定所得以下の
世帯の子どもの教育環境を整えることができた。

千円

   災害時の避難行動要支援者の名簿を作成し、その名簿管理、関係機
関との情報共有を図る。また、災害時、要支援者の安否確認や避難支援
を行うための避難行動要支援者個別支援プラン作成に向けた取組を実施
する。
　救急医療災害支援情報キットの配付を行い、高齢者、障がい者等が救
急及び災害時において適切な医療や支援を受けられる環境を整備する。

＜事業成果＞

　権利擁護及び成年後見制度に関する様々なサポートや相談等に対応
し、社会福祉の増進を図った。

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

3・1・1-16

福祉サービス総合支援事
業に要する経費

＜事業成果＞

＜事業内容＞
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3・1・1-28

3・1・1-32

3・1・5-1

3・1・10-1

＜事業成果＞

＜事業成果＞

平成２８年度自立相談支援事業及び住居確保給付金の状況について
は、「平成２８年度事務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

事　業　名
款・項・目-事業番号

保健福祉総合計画策定
に要する経費

生活困窮者自立相談支
援事業に要する経費

＜事業内容＞
地域福祉施策の推進を図るための安定的な財源の確保に資するため、
基金を積み立てる。

＜事業成果＞
　積立元金として３０，３７８，４４２円、積立利子として５９，２２８円の地域福
祉基金を積み立てた。

　生活困窮者の自立に向け、包括的かつ継続的な相談支援を行うととも
に、離職等により住居を喪失するおそれのある者等に対して、住居確保給
付金を支給し、住居及び就労機会の確保に向けた支援を行う。

＜事業成果＞
　生活困窮者の自立に向けた相談支援を行ったほか、住居確保給付金の
支給を通して、安定した住居の確保が図られ、常用就職に向けた就職活
動の支援を行うことができた。

　施設閉館後（平成２８年３月３１日）、解体工事等に向けた所要の事務手
続を実施する。

　閉館後の施設における所要の事務手続の実施（産業廃棄物収集運搬
処理等)及び解体設計を行い、解体工事の契約締結を行った（平成２８年
～平成２９年債務負担行為）。

　平成２８年度は、計画改訂に向けた市民アンケート調査を実施し、地域
福祉、障がい者福祉、高齢者福祉、健康の４分野に係る市の現状と市民
意見を調査報告書に取りまとめた。

事業内容及び成果

地域福祉基金積立金

福祉会館に要する経費

千円

＜事業内容＞

＜事業内容＞

＜事業内容＞
　福祉における制度の枠組みを超え、市民の福祉と健康づくりに資するこ
とを目的として策定された保健福祉総合計画の改訂を行う。

千円

千円

千円
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3・1・12-1

3・1・12-2

＜事業内容＞
消費税率引上げによる影響を緩和するため、所得の低い方々に対して、
平成２８年度臨時福祉給付金を支給、また、賃金引上げの恩恵が及びに
くい低年金受給者の方々に、障害・遺族年金受給者向け給付金を支給す
る。

年金生活者等支援臨時
福祉給付金給付に要す
る経費

　６５歳以上の低年金受給者へ支援を行った。

＜事業内容＞

＜事業成果＞

　賃金引上げの恩恵が及びにくい低年金受給者の方々に、高齢者向け給
付金を支給する。

＜事業成果＞
　低所得世帯の消費税率引上げに伴う食料品支出額の増加分(半年分）
を支給し、併せて低年金受給者へ支援を行った。

事業内容及び成果

臨時福祉給付金給付に
要する経費

千円

事　業　名
款・項・目-事業番号

千円
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3・3・2-1

3・3・3-1

　生活困窮のため最低限度の生活を維持できない者に対し、必要に応じ
て生活・住宅・教育・医療・介護・出産・生業・葬祭扶助を行うとともに、自
立のための扶助を行う。

生活保護扶助に要する
経費

千円

生活保護法外援護に要
する経費

＜事業内容＞
　被保護世帯に対し、入浴券や図書券の給付、就職支度金及び自立促
進事業による自立支援に要する経費の一部の支給等、生活保護法に定
められている以外の援護を行う。

千円

＜事業成果＞
　被保護世帯に対して、最低生活の保障と自立の助長を図ることができた。

平成２８年度生活保護関係の状況については、「平成２８年度事務報告
書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

＜事業成果＞
　被保護世帯に対して、生活の安定と自立の助長を図ることができた。

　平成２８年度生活保護法外援護の状況については、「平成２８年度事務
報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

＜事業内容＞

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号
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　平成２８年度から施設の管理及び運営について指定管理者制度を導入
する。事業内容については、事業詳細計画に則し、児童発達支援事業、
放課後等デイサービス事業、保育所等訪問支援事業、相談支援事業、外
来訓練事業及び親子通園事業を実施する。また、地域への支援として講
演会及び研修会を開催し、発達に関する知識の普及啓発を行う。

小金井市児童発達支援センター　きらり

＜事業成果＞

千円

　相談件数及び利用者数は年々増加しており、地域の児童の福祉の増進
に寄与した。また、指定管理者制度の導入により、施設をより効率的に管
理することができた。

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

自立生活支援課
児童発達支援センター運
営に要する経費
3・2・7-1

＜事業内容＞
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＜事業内容＞
　働く意欲を持っている高齢者に、その知識、経験、希望に沿った就業機
会を確保するため、就業機会の開拓及び提供、研修等を行う。

　平成２８年度の申請等の実績件数は、「平成２８年度事務報告書」内事
務実績の｢介護福祉課」を参照

助成延べ件数

　平成２８年度会員状況及び就業状況は、「平成２８年度事務報告書」内
事務実績の｢介護福祉課」を参照

3・1・4-18

認定者数 733 人

　低所得者のサービス利用料の負担を緩和することで、負担軽減とサービ
スの利用促進を図ることができた。

5,462 件

＜事業成果＞

小金井市シルバー人材
センターに要する経費
3・1・4-8

＜事業成果＞

千円

介護保険利用者負担助
成に要する経費

＜事業内容＞

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

介護福祉課

　介護保険における介護（予防）給付及び総合事業の利用者のうち、市民
税非課税世帯の方に対して、訪問介護等の利用者負担額の４０％を助成
する。

千円

　健康で働く意欲のある高齢者に就労の機会を提供し、各事業を通じて
地域に貢献することができた。平成２８年度における受託事業の状況は、
受託件数が１０，２５８件で前年度の１０２．８％（２８１件の増）であったが、
契約金額は４８３，２３２千円で前年度の９４．２％（２９，６４０千円の減）と
なった。

－ 55 －



決　算　額

　管内の地域包括支援センターを統括し、総合的に支援する｢機能強化
型地域包括支援センター」を設置し、地域包括ケアの推進に向けて、セン
ターの適正な運営の確保と機能強化を図る。そのために、看護師・社会福
祉士の専門職を介護福祉課包括支援係に配置する。

機能強化型地域包括支
援センター設置促進事業
に要する経費
3・1・4-30

千円

事　業　名
款・項・目-事業番号

＜事業内容＞

事業内容及び成果

介護予防機能強化推進
事業に要する経費

＜事業内容＞
　介護予防の機能強化に関し、専門職を有し、企画立案や技術的支援が
可能な機関に、「介護予防機能強化支援員」を配置し、介護予防機能強
化推進事業を委託する。

＜事業成果＞
　地域包括ケアの推進に向けて、センターの適正な運営を確保し、セン
ター全体の機能強化を図った。

千円

3・1・4-31

＜事業成果＞
　従来の介護予防事業及び介護予防体操を必要性の度合いに応じた事
業として再編に向けて、介護予防機能強化支援員を配置し、他自治体の
優良事例の把握や今後の方向性の検討を図った。
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補助対象事業所数

3・1・4-43

地域密着型サービス拠点
等施設整備に要する経
費

＜事業成果＞

　市内在住の６５歳以上の元気な高齢者が、自身の介護予防、生きがい
づくり、社会参加活動を推進する目的で、市内の介護サービス事業所等
で行うボランティア活動に参加した場合に、小金井市介護支援ボランティ
アポイントを付与し、当該ボランティアポイントに応じて小金井市ポイント
カードさくら会（小金井市商工会）が実施するさくらポイントカード事業のポ
イントに交換する。

　高齢者の介護予防、生きがいづくり及び社会参加活動の推進に寄与し
た。

　（平成２９年３月３１日現在）
　介護支援ボランティア登録者　　　　　１６７人
　介護支援ボランティア受入事業所　　２１事業所

介護支援ボランティアポイ
ント事業に要する経費

＜事業内容＞

3・1・4-41

千円

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

＜事業内容＞
　認知症高齢者グループホーム等施設開設準備経費補助金
　小金井市介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画に基づき、認知症高
齢者グループホーム及び看護小規模多機能型居宅介護事業所の整備を
行う事業者に対し、施設の開設準備に要する経費の一部の補助を行う。

千円

＜事業成果＞
　認知症高齢者グループホーム及び看護小規模多機能型居宅介護事業
所の開設準備経費の補助を行うことで、補助対象施設が開設当初から安
定した質の高いサービスを提供できるように支援を行った。

　補助金の交付は平成２８年度であるが、事業所の開所は平成２９年度
である。

認知症高齢者グループホーム 事業所
看護小規模多機能型居宅介護事業所 事業所

－ 57 －



決　算　額

回収数 回収率
一般市民調査
小・中学生調査

2,000部
832部

804部

　検査項目を追加して実施したことにより、より多くの妊婦に対し健診費用
の負担の軽減ができた。
　平成２８年度妊婦超音波検査、妊婦ＨＩＶ抗体検査及び子宮頸がん検査
受診者数は、「平成２８年度事務報告書」内事務実績の｢健康課」を参照
（ただし、妊婦ＨＩＶ抗体検査については妊婦健康診査１回目と同数とす
る。）

＜事業成果＞
　食育市民アンケート調査を実施し、その結果を踏まえて平成２９年度から
平成３３年度までを計画期間とする第３次食育推進計画を策定した。

回答状況

788部

区分 配布数

健康教育及び食育に要
する経費

＜事業内容＞
　食育に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、食育アンケー
ト調査等を実施し、平成２９年度から５年間の推進計画を策定する。

千円

4・1・1-12

事業内容及び成果

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号

健康課
妊婦健康診査に要する
経費
4・1・1-4

＜事業内容＞
　超音波検査の年齢要件（３５歳以上）を撤廃するとともに、ＨＩＶ抗体検査
及び子宮頸がん検査を検査項目に追加し実施する。

千円

＜事業成果＞
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　平成２８年４月１日以降に生まれた方を対象とし、平成２８年１０月１日か
ら実施。延べ１,７１６人が全額公費負担で接種を行った。

4・1・3-15
　生後１歳に至るまでの乳児を対象に計３回の予防接種の全額公費負担
を行う。

＜事業成果＞

　骨髄・末梢血幹細胞移植の推進及びドナー登録者の増加を図るため、
ドナー等に対して、奨励金を交付する。

＜事業成果＞
　平成２８年６月から事業開始し、ドナーによる申請が１件あった。１人でも
多くのドナー登録者が必要な状況下で、骨髄・抹梢血幹細胞提供をしや
すい環境づくりに貢献することができた。

Ｂ型肝炎ワクチン接種に
要する経費

＜事業内容＞

千円

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

＜事業内容＞

千円

負担金・補助金

4・1・1-26（19）

負担金補助金及び交付
金
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事業内容及び成果

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号

子育て支援課
児童手当支給に要する
経費
3・2・1-2

＜事業内容＞

千円

＜事業成果＞
　児童手当を支給することにより、家庭等における生活の安定に寄与する
とともに、次代の社会を担う児童の健やかな成長に寄与した。

児童育成手当支給に要
する経費

＜事業内容＞
　２０歳未満の障がい児及び父又は母が死亡もしくは障がいの状態とな
り、又は父母が離婚もしくはこれと同様の状態にある１８歳に達した日の属
する年度の末日以前の児童を養育している保護者に対して児童育成手
当を支給する。

　中学校修了前（１５歳到達後最初の３月３１日）までの児童を養育してい
る保護者に対して児童手当を支給する。また、児童手当の所得要件に該
当しない保護者に対して特例給付を支給する。

3・2・1-3

千円

　平成２８年度児童手当支給状況については、「平成２８年度事務報告
書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

＜事業成果＞

平成２８年度児童育成手当支給状況については、「平成２８年度事務報
告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

　児童育成手当を支給することにより、児童の心身の健やかな成長に寄与
した。
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決　算　額

　平成２８年度小金井市愛育手当支給状況については、「平成２８年度事
務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

＜事業成果＞

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

児童扶養手当支給に要
する経費

＜事業内容＞
　父又は母が死亡もしくは障がいの状態となり、又は父母が離婚もしくはこ
れと同様の状態にある１８歳に達した日の属する年度の末日以前の児童
（障がい児は２０歳未満）を養育している保護者に対して児童扶養手当を
支給する。

3・2・1-4

千円

　児童扶養手当を支給することにより、父又は母と生計を同じくしていない
児童が育成される家庭の生活の安定と自立の促進に寄与するとともに、児
童の福祉の増進を図った。

愛育手当支給に要する
経費

＜事業内容＞
　４歳児、５歳児で、幼稚園、認可保育園又は特定地域型保育事業に在
籍していない幼児の保護者に対して愛育手当を支給する。3・2・1-5

平成２８年度児童扶養手当支給状況については、「平成２８年度事務報
告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

千円

＜事業成果＞
　愛育手当を支給することにより、未来を担う幼児の健全な育成に寄与し
た。
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決　算　額

　乳幼児に係る医療費の一部を助成することにより、乳幼児の保健の向上
と健やかな育成を図り、子育ての支援に寄与した。

　平成２８年度育児支援ヘルパー派遣状況については、「平成２８年度事
務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

千円

＜事業成果＞

乳幼児医療費助成事業
に要する経費
3・2・1-6

千円

　６歳到達後最初の３月３１日までの乳幼児を養育している保護者に対し、
乳幼児に係る医療費の一部を助成する。

　出産後２か月以内で、産婦を介助する方がいない家庭に対して、一定期
間育児支援ヘルパーを派遣する。3・2・1-12

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

＜事業内容＞

＜事業成果＞

　平成２８年度乳幼児医療費助成状況については、「平成２８年度事務報告
書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

育児支援ヘルパー派遣
事業に要する経費

＜事業内容＞

　子育てに関する相談に応じながら、家事・育児の支援を行うことにより、
子育て家庭の負担を軽減し、母体の回復を促進することができた。
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決　算　額

　子どもとその家族が安心して健康に生活できる地域づくりを目指し、子育
てに係る相談業務の充実を図り、要保護児童対策地域協議会を開催して
各関係機関とのネットワークを強めるなど、子ども家庭支援センターの機
能強化を行い、子育て家庭の支援を図った。
　また、ファミリー・サポート・センターについては、多数の会員登録があり、
子育て支援の多様なニーズに応えることができた。

　平成２８年度子ども家庭支援センター運営状況については、「平成２８年
度事務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

　子育て支援事業の一環として記念品を贈呈する。

3・2・1-13

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

子ども家庭支援センター
運営に要する経費

＜事業内容＞
　子どもと家庭の支援に係る総合的な相談、児童虐待防止の取組、子ども
と家庭の支援に携わる関係機関との連携及び調整、親と子が安心して過
ごせる場の提供及び交流、地域の子育てグループ等の活動支援、子育て
ボランティアの育成等、子育て情報の提供等を行うとともに、育児の相互
援助活動を行う会員組織である、ファミリー・サポート・センターも管理して
いる。

千円

＜事業成果＞

＜事業成果＞
　小学校新１年生の保護者９３３人に対し、子育て応援記念品として、図書
カード２，０００円分を贈呈した。

＜事業内容＞その他事務に要する経費
3・2・1-14

千円
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決　算　額

　平成２８年度子どもショートステイ利用状況については、「平成２８年度事
務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

千円

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

　児童を一時的に養育することが困難になった家庭への支援を行い、児
童福祉の向上に寄与することができた。

義務教育就学児医療費
助成事業に要する経費

＜事業内容＞
　義務教育就学期にある児童を養育している保護者に対し、児童に係る
医療費の一部を助成する。3・2・1-16

千円

＜事業成果＞
　児童に係る医療費の一部を助成することにより、児童の保健の向上と健
やかな育成を図り、子育ての支援に寄与した。

　平成２８年度義務教育就学児医療費助成状況については、「平成２８年
度事務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

子どもショートステイ事業
に要する経費

＜事業内容＞
　保護者が疾病等により、児童を一時的に養育することが困難になった場
合に、保護者に代わり当該児童を施設で短期的（宿泊）に養育する。3・2・1-15

＜事業成果＞
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決　算　額

3・2・1-17

のびゆくこどもプラン小金
井推進事業に要する経
費

　平成２８年度養育支援訪問事業の状況については、「平成２８年度事務
報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

養育支援訪問事業に要
する経費

千円

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

＜事業内容＞
　平成２７年度施行の子ども・子育て支援新制度に対応した「のびゆくこど
もプラン　小金井」（小金井市子ども・子育て支援事業計画）を策定し、計
画の着実な推進を図るため、子ども・子育て会議において、意見聴取を行
う。

　平成２８年度子ども・子育て会議の開催状況については、「平成２８年度
事務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

3・2・1-18

千円

＜事業成果＞
　平成２７年３月に策定した「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市子
ども・子育て支援事業計画）の平成２８年度の状況について点検・評価を
行うとともに、小金井市子ども・子育て支援事業計画（平成２９年３月改定）
策定のための審議を行った。
　また、平成２８年７月に「利用者負担のあり方について」の答申を行った。

　養育支援が必要な家庭を訪問して専門相談を行うとともに、育児支援ヘ
ルパーを派遣し、育児、家事援助を行うことにより、適切な養育の実施を
確保する。

＜事業成果＞
　専門的相談や育児、家事の援助を通じて、適切な養育ができるよう促し
た。

＜事業内容＞
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決　算　額

　子育て関係機関（施設）及び子育て・子育ち支援活動に取り組む市民活
動団体を構成員とする小金井子育て・子育ち支援ネットワーク協議会に対
して、運営に要する経費の補助を行うことで、子育て関係機関（施設）、子
育て・子育ち支援活動団体の相互援助や総合的な情報発信等を支援し、
地域の子育て環境を整え、子どもたちの健やかな成長に資する。

事業内容及び成果

小金井子育て・子育ち支
援ネットワーク協議会助
成に要する経費

事　業　名
款・項・目-事業番号

＜事業成果＞

3・2・1-21

千円

＜事業内容＞

　平成２８年度助産施設入所費用支弁状況については、「平成２８年度事
務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

3・2・2-1

千円

＜事業内容＞

　講演会・学習会の実施や、第３回子育てメッセこがねいを開催し、協議
会が作成・運営している小金井子育て・子育ち支援サイトの「のびのびー
の」については、市民がつくる自主講座により、記事等を執筆するサポー
ターの育成を行った。また、交流会等を行うことで、参加団体も増え、相互
連携も深まった。

助産施設入所措置に要
する経費 　保健上必要であるにもかかわらず、経済的理由により、入院助産を受け

ることができない妊産婦に対して、分娩介助、前後の処置及び看護に係る
費用の負担を行う。

＜事業成果＞
　経済的な理由により、適切な分娩介助等が受けられない妊産婦が安心
して出産できるようになった。

－ 66 －



決　算　額

　母子家庭の母が様々な理由により、児童の養育を十分にできない場合、
施設入所により保護し、居室の提供、母子指導員による生活指導を行う。

＜事業成果＞

3・2・2-4

ひとり親家庭等医療費助
成事業に要する経費

＜事業内容＞

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

＜事業成果＞

千円

　施設入所により保護した母子家庭の社会適応及び児童の健全育成を
図った。

　ひとり親家庭にホームヘルパーを派遣し、日常生活の支援等必要な
サービスを行い、ひとり親家庭の生活の安定と福祉の増進を図った。

＜事業内容＞
　就業・就学等の自立を促進するために必要とする場合又は日常生活を
営むのに著しく支障があるひとり親家庭に対して、一定の期間ホームヘル
パーを派遣し、生活の安定と福祉の向上を図る。

ひとり親家庭ホームヘル
プサービス事業に要する
経費
3・2・6-1

＜事業内容＞

　平成２８年度母子生活支援施設入所費用支弁状況については、「平成２
８年度事務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

　平成２８年度ひとり親家庭ホームヘルプサービス事業利用状況について
は、「平成２８年度事務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

千円

母子生活支援施設入所
措置に要する経費

　平成２８年度ひとり親家庭等医療費助成状況については、「平成２８年度
事務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

　父又は母が死亡もしくは障がいの状態となり、又は父母が離婚もしくはこ
れと同様の状態にある１８歳に達した日の属する年度の末日以前の児童
（障がい児は２０歳未満）を養育しているひとり親家庭等に対し、医療費の
一部を助成する。

3・2・6-3

千円

＜事業成果＞
　医療費の一部を助成することにより、ひとり親家庭等の保健の向上に寄
与するとともに、ひとり親家庭等の福祉の増進を図った。
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決　算　額

　民間保育所運営費の補助等により、保育の充実及び児童処遇改善に寄
与し、保育の需要に応えることができた。また、巡回相談経費の補助等に
より、児童の処遇及び職員の待遇改善に寄与し、保育の需要に応えること
ができた。

＜事業成果＞

　保育室等保護者助成金を交付することにより、特定保育施設等認可施
設との利用者負担額の差を縮減し、児童の健全な育成に寄与する。
　なお、平成２８年度は補助単価を月額９，０００円から１０，０００円に増額
した。

　保育室等保護者助成金の支弁状況は、｢平成２８年度事務報告書」内事
務実績の｢保育課｣を参照

＜事業成果＞

3・2・1-10

3・2・1-8

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

保育課
民間保育所助成に要す
る経費

＜事業内容＞
　民間保育所等に対し補助を行い、保育内容の充実及び児童福祉の増
進を図る。

千円

保育室等保護者助成に
要する経費

＜事業内容＞
　保育室、家庭福祉員、認証保育所に在籍する児童の保護者に助成金を
交付する。

千円

　保育所運営費支弁状況は、｢平成２８年度事務報告書」内事務実績の｢
保育課｣を参照
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決　算　額

3・2・2-2

千円

＜事業成果＞
　保育を受けている児童の処遇向上及び保育所の運営を充実することに
より、児童の健全育成を図ることができた。
　定期利用保育事業等を実施する民間保育所に事業費の一部を補助す
ることにより、保護者の就労形態に応じた保育事業に対応することができ
た。

　保育所運営費支弁状況は、｢平成２８年度事務報告書」内事務実績の
｢保育課｣を参照

保育施設開設及び改修
に要する経費

＜事業内容＞
　待機児童の解消に向けて、新たに特定保育施設、小規模保育事業所、
家庭的保育事業所及び認定こども園を設置するための改修等に要する経
費を補助する。

3・2・1-26

千円

民間保育所等運営に要
する経費

＜事業内容＞
　子ども・子育て支援法の規定に基づき、特定保育・教育施設、特定地域
型保育施設に入所した乳幼児について、施設における入所に係る費用を
支弁する。

　市民の多様なニーズや認可外保育施設独自の取組の支援、施設職員
の処遇改善に係る費用を補助することにより、保育内容の充実及び児童
福祉の増進を図る。

3・2・1-24

千円

＜事業成果＞
　多様なニーズに対応できるよう、認可外保育施設が特色をいかした独自
の取組を行い、保育の需要に応え、児童福祉の増進を図ることができた。
　施設職員の処遇改善に係る費用を補助することにより、保育の質の向上
に寄与することができた。

＜事業成果＞
　平成２８年７月に小規模保育施設（定員１２人）を開設し、平成２９年４月
に特定保育施設（定員６８人）、小規模保育施設（定員１７人）、家庭的保
育施設（定員５人）及び認定こども園（定員１２０人）を開設した。また、特定
保育施設１園の定員を６０人から８６人に拡充した。

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

認可外保育施設助成に
要する経費

＜事業内容＞
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決　算　額

都市計画課関係経費

都市計画課関係経費

　本事業は、平成２１年４月１日東京都と本市で締結した基本協定書及び
用地取得委託協定書に基づく東京都からの委託事業である。
　整備対象は、都市計画道路３・４・３号線及び都市計画道路３・４・１号線
である。
　この事業の目的は、都道１３４号線の前原坂上交差点の東約２０ｍから
東へ幅員１６ｍ、延長約４７５ｍ区間（都市計画道路３・４・３号線）及び東
町四丁目西交差点を中心とした幅員１６ｍ、延長約２５０ｍ区間（都市計
画道路３・４・１号線）の道路拡幅整備を行い、東西交通の円滑化や地域
住民の交通安全及び防災機能の向上を図るものである。

＜事業成果＞
　（都市計画道路３・４・１号線）平成２８年度は、第２工区の３７２．７９㎡及
び第３工区の２１７．８㎡の用地を取得し、用地取得率は７３％となった。

＜特記事項＞
　基本協定における整備期間
　平成１９年度から平成３１年度までの１３か年

　基本協定における整備期間

＜事業内容＞
　主要地方道１５号線整備

＜事業成果＞
　用地総面積約２０８㎡のうち、平成２８年度までに約２０４㎡の用地を取
得した。用地取得率は約９８％である。

 　この事業の目的は、主要地方道１５号線（都市計画道路３・４・１４号線）
のＪＲ中央本線の武蔵小金井駅から前原坂上交差点手前までを幅員１６
ｍ延長約２６０ｍ区間の道路拡幅整備を行い、再開発事業及び前原坂上
交差点改良工事と併せて駅前広場や都道交通の円滑化や地域住民の
交通安全及び防災機能の向上を図るものである。

千円

　本事業は、平成１９年１０月２６日に東京都と本市で締結した基本協定
書、用地取得委託協定書、設計・調査委託業務等協定書及び工事等委
託業務協定書に基づく東京都からの委託事業である。

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

都市計画課
都道１３４号線整備に要
する経費

＜事業内容＞
　都道１３４号線整備（新みちづくり・まちづくりパートナー事業）

8・2・3-2（1）

千円

＜特記事項＞

8・2・3-3（1）

主要地方道１５号線整備
に要する経費

　平成２１年度から平成２８年度までの８か年
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決　算　額

都市計画課関係経費

都市計画課関係経費

＜事業成果＞

＜事業内容＞
　都市計画道路３・４・８号線整備

事　業　名
款・項・目-事業番号

＜事業成果＞

　本事業は、平成５年度から国及び都の補助金を基に平成３０年度の供
用開始に向けて、事業区間を３期に分けて進めている。

事業内容及び成果

都市計画道路３・４・１２号
線整備に要する経費

＜事業内容＞

都市計画道路３・４・８号
線整備に要する経費

　当該道路は、東小金井駅の東に位置し、南北に通じる幅員１６ｍの都
市計画道路である。事業区間を２期に分けて整備を進めており、第１期事
業区間は、北大通りから東小金井駅北口土地区画整理事業区域までの
延長約２７２ｍ、第２期事業区間は、東小金井駅北口土地区画整理事業
区域から富士見通りまでの延長約１０８ｍである。これを整備することによ
り、交通の円滑化や地域住民の交通安全及び防災機能の向上を図る。

8・4・3-2（1）

千円

　平成２８年度は、用地総面積約３，２９４㎡のうち、土地開発公社で先行
取得した２画地９７．８５㎡を取得し、用地取得率は約３％となった。

　第３期事業区間は、JR中央本線の北約６０ｍから市道第１号線までの延
長約４３０ｍ、総面積４，１３３.６６㎡であり、平成２８年度までに３，７５９．２
８㎡取得し、用地取得率は約９１％となった。
　平成２８年度は、土地収用法に基づく裁決申請及び明渡裁決の申立て
を行っていた、未買収となっている区画３７４．３８㎡について、東京都収
用委員会において裁決がなされた。

　都市計画道路３・４・１２号線整備
　当該道路は、市の中央に位置し、駅前を通過せずに南北に通ずる幅
員１６ｍの都市計画道路であり、これを整備することにより、南北交通の円
滑化や地域住民の交通安全及び防災機能の向上を図るものである。

8・4・3-1（１）

千円
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決　算　額

　小金井市市街地再開発事業補助金交付要綱等に基づき、市街地再開
発組合等に対する支援を行う。

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

まちづくり推進課 ＜事業内容＞

＜事業成果＞
　平成２４年４月に武蔵小金井駅南口第２地区市街地再開発準備組合が
設立され、平成２６年８月には、武蔵小金井駅南口第２地区第一種市街地
再開発事業等に係る都市計画決定・告示を行った。平成２７年８月２１日に
は、東京都から、組合設立認可の公告が行われたことから、同年９月５日
に準備組合が解散し、武蔵小金井駅南口第２地区市街地再開発組合が
発足された。さらに、平成２９年１月１３日には、東京都から権利変換計画
が認可される段階に至った。その後、再開発組合が実施した補助対象業
務に対して、補助金交付要綱に基づき補助金を交付し、補償費の支払い
や都市再開発法第９０条に基づく登記が行われた。

千円

　木造住宅の所有者に対し、耐震診断及び耐震改修の実施を推進し、助
成を行った。また、相談窓口の設置と、無料簡易耐震診断を実施し、耐震
改修を促進した。

　平成２８年度耐震診断、耐震改修、耐震相談及び簡易耐震診断件数
は、「平成２８年度事務報告書」内事務実績の「まちづくり推進課」を参照

　昭和５６年５月３１日以前に着工した木造住宅の耐震診断及び耐震改修
に要する費用の一部を助成する。
　耐震改修相談窓口を設置し、耐震改修を促進する。
　無料簡易耐震診断を実施する。

＜事業成果＞

木造住宅耐震助成に要
する経費
8・4・1-9

市街地再開発等の事業
に要する経費
8・4・1-6

千円

＜事業内容＞
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決　算　額

＜事業成果＞
　特定緊急輸送道路沿道建築物の所有者に対し、個別に電話連絡等に
よる状況確認、制度の内容・期限についての説明等の普及啓発活動を行
い、耐震診断、耐震補強設計、耐震改修等の実施を促進し、助成を行っ
た。

　平成２８年度耐震化事業実施件数は、「平成２８年度事務報告書」内事
務実績の「まちづくり推進課」を参照

事　業　名
款・項・目-事業番号

＜事業内容＞
　震災時における避難、緊急消火活動、緊急物資の輸送等を確保するた
め、特定緊急輸送道路沿道建築物の耐震診断、耐震補強設計、耐震改
修等の助成を行う。

事業内容及び成果

千円

8・4・1-11

特定緊急輸送道路沿道
建築物耐震化助成に要
する経費
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決　算　額

8・2・3-1(1)

　実績については、「平成２８年度事務報告書」内事務実績の「道路管理
課」を参照

一般都道１３４号恋ヶ窪新田三鷹線（連雀通り）

課　　　　名

道路管理課
道路新設改良に要する
経費

事　業　名
款・項・目-事業番号

千円

道路管理課関係経費
8・2・3-2（2）

道路管理課関係経費

事業内容及び成果

　都市計画道路を整備し道路機能の充実を図るとともに、快適な都市環
境の整備を図った。

＜事業内容＞

＜事業成果＞
　経年等による劣化のため生じる道路舗装面の破損、振動等を防止するた
め、舗装打ち換え等の補修及び市道７８７号線外道路用地の取得を実施し
た。

市道第４９８号線
　実績については、「平成２８年度事務報告書」内事務実績の「道路管理
課」を参照

＜事業成果＞

　生活道路を安全で快適に通行できるよう、道路の維持補修工事等を行
う。

　都道１３４号線（連雀通り）の道路拡幅整備を行い、交通の円滑化、地域
住民の交通安全及び防災機能の向上を図る。

＜事業内容＞

千円

都道１３４号線整備に要
する経費
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決　算　額

千円

小金井都市計画道路３・４・１２号多磨墓地小金
井公園線（市道第１２号線）

　実績については、「平成２８年度事務報告書」内事務実績の「道路管理
課」を参照

都市計画道路３・４・１２号
線整備に要する経費
道路管理課関係経費
8・4・3-1（2）

千円

8・2・3-3（2）
道路管理課関係経費

事　業　名
款・項・目-事業番号

＜事業成果＞

事業内容及び成果

＜事業内容＞

主要地方道１５号府中清瀬線（小金井街道）
　実績については、「平成２８年度事務報告書」内事務実績の「道路管理
課」を参照

＜事業内容＞
　都市計画道路３・４・１２号線の道路拡幅整備を行い、交通の円滑化、地
域住民の交通安全及び防災機能の向上を図る。
＜事業成果＞
　都市計画道路を整備し道路機能の充実を図るとともに、快適な都市環
境の整備を図った。

　主要地方道１５号線（小金井街道）の道路拡幅整備を行い、交通の円滑
化、地域住民の交通安全及び防災機能の向上を図る。

　都市計画道路を整備し道路機能の充実を図るとともに、快適な都市環
境の整備を図った。

主要地方道１５号線整備
に要する経費
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決　算　額

8・2・5-1
　市民の街路灯設置要望から危険と思われる箇所に街路灯を設置する。
また、既存の街路灯を補修し、老朽化した灯具はＬＥＤ灯に取り替える。

＜事業成果＞
　街路灯の新設及び街路灯の不具合を適正に維持管理を行うことによっ
て、安全で安心な市民生活に努めた。

　平成２８年度街路灯設置及び補修状況は、「平成２８年度事務報告書」内
事務実績の「交通対策課」を参照

千円

＜事業成果＞
　子どもから高齢者、障がい者等、誰もが利用しやすい日常的な移動手段
としてバスサービスを実施し、地域の活性化に努めた。

千円

街路灯維持管理に要する
経費

＜事業内容＞

　平成２８年度ＣｏＣｏバス運行状況は、「平成２８年度事務報告書」内事務
実績の「交通対策課」を参照

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

交通対策課
コミュニティバスに要する
経費
8・1・1-3

＜事業内容＞
　コミュニティバス運行事業は、市内の交通不便地域の解消を目的に、バ
ス事業者と協定を締結し、運行経費を補助することで実施する。
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決　算　額

＜事業内容＞
　自転車駐車場等の管理運営、整備等を行う。また、放置自転車対策で
は、自転車等の撤去、保管、監視及び整理を行い、利用秩序を啓発する。

ミストグリップ 29㎡
点滅鋲取替 5箇所

区画線設置
16箇所ストップマーク

　自転車駐車場等の適正な管理・運営に努め、また、各放置自転車対策を
講じた結果、放置自転車の削減に寄与した。

＜事業成果＞

区画線 5,343.5ｍ

　交通安全施設の充実を図ることにより交通事故を防止し、市民生活の安
全に努めた。

区　分 内　　　　容 数　　量
道路反射鏡

＜事業成果＞

　平成２８年度街路灯電気料金は、「平成２８年度事務報告書」内事務実績
の「交通対策課」を参照

事　業　名
款・項・目-事業番号

民有街路灯助成事業に
要する経費

＜事業内容＞
　４団体（町会、自治会等）が市内道路に設置し、所有している街路灯の電
気料金を補助する。8・2・5-2

千円

事業内容及び成果

新設

＜事業成果＞
　街路灯の電気料金を補助することにより、適正な維持管理が行われ、地
域住民の安全に寄与した。

交通安全施設整備に要
する経費

＜事業内容＞

8・2・6-1（2）

10基

　交通安全を推進していく上で危険と思われる箇所に、道路反射鏡、区画
線、標識等を設置する。
　また、設置した箇所の取替え、補修等を行う。

自転車対策に要する経費
8・2・6-3

千円

交通対策課関係経費

千円
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決　算　額

※　今後、関係機関との調整等により変更となる場合がある。
土地区画整理事業で整備する東小金井駅北口駅前イメージ図

努めた。

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

区画整理課
土地区画整理事業に要
する経費

千円

＜事業内容＞
　東小金井駅北口駅前は、周辺の基盤整備がなされないまま一部宅地化
が進んだ状況であり、駅至近の距離には貨物駅跡地等の大規模低未利
用地もあることから、地区特性を踏まえた適正な対応を図る必要がある。
計画的な都市基盤整備や土地の有効利用等を図り、本市の東部地区の
地域中心核としてふさわしい魅力ある市街地環境を創出するため土地区
画整理事業を行う。

8・4・2‐1

１　仮換地指定に伴い、建物、工作物等の移転を行った。
２　下水道管等の地下埋設工事や整地、道路築造工事及び駅前交通広

関する疑問や不安を軽減し、より一層の事業に対する理解を得るように

＜事業成果＞

　場整備を行った。
３　まちづくりニュースを発行することによって、地権者及び市民の事業に
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決　算　額

２　委員報酬支払状況

奨学資金に要する経費
10・1・2-2

千円

＜事業内容＞
　学校教育法(昭和２２年法律第２６号）第１条に規定されている高等学校、
大学又は高等専門学校に在学し、成績優秀であるにもかかわらず、経済
的事情により修学が困難な者に対し、修学上必要な学資金を支給する。

合　　　　計
新規
継続
計

大学生及び高等専門学校生
（第４学年及び第５学年）

新規
継続
計

高校生及び高等専門学校生
（第１学年から第３学年まで）

新規
継続
計

３　奨学資金決定状況

区　　　分 応募区分 応募者(人) 決定者(人)

１２２，０００円

大学生及び高等専門学校生
（第４学年及び第５学年）

合　　　　計

　就学機会を拡大し、有用な人材の育成に寄与した。

１　奨学資金支給状況

区　　　分
１人当たりの
給付月額(円)

＜事業成果＞

延べ人数（人) 金額(円)

高校生及び高等専門学校生
（第１学年から第３学年まで）

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

庶務課
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決　算　額

小金井市立本町小学校（男子トイレ）

南小学校プール循環ろ過配管等改修工事
小金井第二小学校給食室防火区画改修工事

小金井第一小学校外溝改修工事
緑小学校遊具改修工事

千円

事業内容及び成果

＜事業成果＞
工事請負費 （単位：円）

事　業　名
款・項・目-事業番号

学校施設整備に要する
経費

＜事業内容＞
　本町小学校トイレ改修工事他４件の改修工事等を行う。

10・2・4-1

本町小学校トイレ改修工事

学校施設維持管理に要
する経費

＜事業内容＞
　小金井第二小学校共同事務室等の修繕を行う。

10・2・4-2

合計

合計

千円

＜事業成果＞
緊急修繕料（抜粋） （単位：円）
小金井第二小学校共同事務室等修繕
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決　算　額

東中学校非構造部材改修工事その2
合計

小金井市立緑中学校（プール機械室）

緑中学校プール循環ろ過設備改修工事
小金井第二中学校給食用リフト改修工事
緑中学校給食用リフト改修工事

小金井第一中学校非構造部材改修工事
小金井第二中学校非構造部材改修工事
東中学校非構造部材改修工事

＜事業成果＞

学校施設整備に要する
経費

＜事業内容＞
　小金井第一中学校非構造部材改修工事他６件の改修工事等を行う。

10・3・4-1

千円

工事請負費 （単位：円）

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号
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決　算　額

＜事業成果＞

小金井第三小学校

１　小金井第三小学校の通学路上において、計５台の防犯カメラを設置し
　た。

２　小金井第二小学校の校舎内に共同事務室を開設するための備品等を
　購入し整備した。

学務課関係経費
学校運営に要する経費

10・2・1-2（2）

千円

１　小金井第三小学校の通学路に防犯カメラを設置する。

２　小中学校における事務の共同実施に向けて、事務室を整備する。

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

学務課
＜事業内容＞
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決　算　額

10・1・3-2

10・1・3-4

10・1・3-5

10・1・3-6

＜事業成果＞
　学習指導法の向上を図るとともに教育活動の一層の充実を図ることがで
きた。小金井教育の日にて、研究成果の共有及び健全育成についての意
識啓発を行った。

研究奨励校：　緑小学校、緑中学校
校内研究　 ：　市立小・中学校全校

教員研究指導に要する
経費

＜事業内容＞
１　児童・生徒、保護者や教員を対象とした学校教育相談の一環として、
　専門的知識、経験を有するスクールカウンセラーを各小・中学校に配
　置する。

千円 ２　虐待やいじめ・不登校の未然防止及び特別な支援を必要とする児童・
　生徒を取り巻く環境の改善を図るため、スクールソーシャルワーカーを配
　置する。

事業内容及び成果

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号

指導室
教員研究研修に要する
経費
10・1・3-1

千円

＜事業内容＞
　研究主題を設定し、学習指導法の研究を行い、公開授業を通して研究
を発表する。研究奨励校においては、研究の成果を研究紀要にまとめる。
また、教員研修会、市教育研究会も実施する。

＜事業成果＞
１　児童・生徒、保護者や教員の相談に応じる体制の充実を図ることがで
　きた。

２　特別な支援を必要とする児童・生徒が置かれた環境への働きかけ、
　また、子ども家庭支援センター等関係機関とのネットワークの構築、
　連携をとることができた。

海の移動教室に要する経
費

＜事業内容＞
　自然環境に恵まれた海や山において、学校で学んだ社会科や理科の
発展的・体験的学習と、宿泊を伴う集団生活を体験させる。

千円

千円

＜事業成果＞
山の移動教室に要する経
費

　自然の中で、日常では得ることのできない学習をするとともに、集団生活
の中で協調性や自律心を養うことができた。また、児童・生徒の健康増進
を図ることができた。

千円

特別支援学級移動教室
に要する経費
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決　算　額

10・1・3-7

10・1・3-11

6/21～9/17

海 の 移 動 教 室 小 学 ５ 年 千葉県勝浦市鵜原 5/11～6/10 ％

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

区　　　分 対　象 場　　　所 実施期間 参加率
林間学校に要する経費

千円

％山 の 移 動 教 室 中 学 ２ 年 長野県蓼科高原

特別支援学級移動教室

小学１～６年
東京都八王子市
近辺

7/7～8・10/6～7・
10/20～21 ％

中学１～３年 山 梨 県 清 里
5/18～20・
5/25～27 ％

中学校部活動に要する
経費

＜事業内容＞
　中学校の部活動を指導する外部指導員に対する謝礼等と対外競技等
に係る生徒の参加費等を補助する。

海の移動教室（磯観察）

＜事業内容＞
　社会問題化している児童・生徒の非行を防止するために、健全育成推
進協議会を設置し、関係諸機関等との連携を図り、子どもを見守る家（カ
ンガルーのポケット）ステッカーの配布等を行う。また、中学生生活指導の
手引書を作成し保護者等へ配布する。

林 間 学 校 小 学 ６ 年 山 梨 県 清 里 7/22～8/9 ％

＜事業成果＞
　各学校と関係諸機関との具体的・実践的な協議（３回開催）を基に、非行
防止に向けた取組を円滑に実施することができた。また、魔法の言葉集２・
３を各８，０００部印刷し、市内小・中学生及び関係機関へ配布した。

健全育成に要する経費
10・1・3-9

千円

千円
＜事業成果＞
　部活動の振興と保護者負担の軽減を図ることができた。

一中 二中 東中 緑中 南中区　分
活動部数（部）
外部指導回数（回）
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決　算　額

語学指導に要する経費

千円

10・1・3-16

10・1・3-17

＜事業成果＞
音楽鑑賞教室に要する
経費

　市立小・中学校における情操教育の推進を図ることができた。

 平成２８年度実施内容については、「平成２８年度事務報告書」内事務実
績の「指導室」を参照

千円

＜事業成果＞
　市立小・中学校全１４校に年間３４０時間の配置を行うことで、教員への
技術的支援を行うことができ、児童・生徒の情報活用能力の育成を図るこ
とができた。

＜事業内容＞
　連合音楽会、合唱鑑賞教室、オーケストラ鑑賞教室、連合作品展等の
連合行事を実施する。

千円

連合作品展に要する経
費

　英語教育の充実・発展を図ることができた。また、外国人転入生の学校
生活支援を行うことができた。

コンピュータ教育指導に
要する経費

＜事業内容＞
　情報教育の充実のため、教員を対象とした研修会の実施や、コンピュー
タの取扱い能力の高いアドバイザーを教員の助手として活用する。10・1・3-14

千円

事業内容及び成果

連合作品展

事　業　名
款・項・目-事業番号

＜事業内容＞
10・1・3-12 　小学校の外国語活動及び中学校の英語科において、外国人英語指導

助手を導入し、英語教育を実施する。また、外国からの転入生が学校生
活を送る上での語学上の指導、援助を行う。

＜事業成果＞
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決　算　額

10・1・3-20

＜事業成果＞
　地域の人材を活用したり、環境を生かした教育活動の推進、職場体験や
地域社会への貢献活動を中心とした学習など、各学校の独自の取組によ
り、児童・生徒の学習活動の充実を図ることができた。

小金井市学習支援制度
に要する経費

＜事業内容＞
　学校教育の多様な活動を支援するため、地域住民及び近隣市を含む大
学（院）生をボランティアとして募り、広く地域の教育力として活用を図る。10・1・3-19

千円

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

＜事業内容＞
　第２次明日の小金井教育プランが策定されたことに伴い、市立小・中学
校の自主性と自立性を尊重し、各校が教育プランの内容に沿った研究を
推進することを支援する。

千円

10・1・3-18

小金井教育プラン学校施
策推進事業に要する経
費

２　授業・夏季水泳指導（介助員）
　　授業期間の水泳授業及び夏季休業中に学校プールを活用した水泳
　において、介助を要する児童・生徒を対象として水泳指導を実施する。

３　少人数指導等充実事業
　　小金井市学校教育推進検討委員会の答申を受け、基礎基本の確実
　な習得を目的に、小学校１学年の算数の指導に少人数指導を導入す
　る。

４　学力向上外部人材活用事業
　　外部人材を活用した教育活動の充実を行い、児童・生徒の学力向上
　を図ることを目的とした学力向上事業を実施する。

５　学校図書館活動充実事業
　　市立小・中学校に司書の資格を有する学校図書館補助員を配置し、
　図書の整理、貸出し等日常業務のほか、選書援助、図書の紹介など
　の業務を委託することで、児童・生徒の読書活動の推進を図る。

＜事業成果＞
　各学校の学習指導、特別活動、クラブ活動など幅広い分野で地域の力
を生かし、教育活動の充実、向上を図ることができた。

その他教育指導等に要
する経費

＜事業内容＞
１　オリンピック・パラリンピック教育推進事業
　　オリンピック・パラリンピック教育（オリンピック・パラリンピックの精神、ス
　ポーツ、文化、環境）を市立小・中学校で展開することにより、児童・生徒
　の心身ともに健全な育成を図る。

千円
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決　算　額

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

小学校

中学校

＜事業成果＞
１　オリンピック・パラリンピック教育推進事業
　　オリンピアン等の講演、福祉体験学習、ブラインドサッカー体験、日
　本の伝統の体験、清掃活動への参加などをとおして、児童・生徒の心
　身ともに健全な育成を図ることができた。

２　授業・夏季水泳指導（介助員）
　　児童・生徒の安全の確保と、泳力の増進、心身の健全な育成を図る
　ことができた。

夏季休業中 参加延べ人数 1日平均参加者
（単位：人）

３　少人数指導等充実事業
　　学習理解の状況に応じて、きめ細かい指導を行うことができ、基礎的・
　基本的な学力の定着と向上を図ることができた。

４　学力向上外部人材活用事業
　　外部人材を活用することにより、個に応じた支援がより充実され、個々
　の基礎・基本の定着を図ることが可能となり、学力向上が図ることができ
　た。

５　学校図書館活動充実事業
　　図書の整備、選書援助、図書紹介等の学校図書館活動を行うことによ
　り、児童・生徒への読書活動の推進を図ることができた。

指導室関連教育施設に
要する経費

＜事業内容＞
１　教育相談所
　　児童・生徒及び保護者を対象とし、電話・面接等による教育相談を
　実施し、支援を行う。

10・1・3-21

千円

２　教職員研修センター
　　教職員のための研究・研修・相談等の実施、教育に関する資料の
　整備・保管や教科書センターとしての機能をもつ拠点として活用する。

３　もくせい教室
　　心的要因等により登校できない児童・生徒に対して、実態に応じて、
　個別、集団、訪問の指導形態をとりながら、適切な指導及び援助を行
　う。

＜事業成果＞
１　教育相談所
　　平成２８年度相談件数等については、「平成２８年度事務報告書」内事
　務実績の「指導室」を参照
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決　算　額

10・1・3-22
千円

10・1・3-23
千円

　

＜事業内容＞
　学力の向上を図るため、市内の小・中学校から学力向上推進指定校を
選定し、研究を委託する。

＜事業成果＞

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

＜事業成果＞
　養護教諭事務補助員及び訪問支援員の配置をするとともに、スクール
ソーシャルワーカー、医師等と連携をすることで個々の状況に応じた支援
を行うことができた。

　各校において、特別支援教育に必要な知識や情報を共有するとともに、
専門家チームによる巡回相談を通して、個別のケースに応じた支援を行う
ことができた。

不登校児童・生徒支援モ
デル事業に要する経費

＜事業内容＞
　東京都からの指定を受け、福祉や医療などの様々な関係機関や専門家
と連携し、不登校の児童・生徒やその保護者を支援するとともに、個々の
児童・生徒の状態に応じて計画的に支援していくための体制づくりを推進
するためのモデル事業を行う。

10・1・3-25

千円

　調査・研究を行い、その結果を基に指導計画や指導方法の工夫・改善
を図ることができた。学校運営に反映させるとともに、取組状況を研究発表
会を通じて公開した。

学力向上推進指定校：小金井第四小学校、小金井第二中学校

特別支援教育に要する
経費

＜事業内容＞
　特別支援教育の充実を図るため、特別支援学級への人員の配置や、教
員を対象とした専門研修会を行う。また、医師を含む専門家チームによる
巡回相談を行う。

＜事業成果＞

２　教職員研修センター
　　教員の資質の向上のために活用を図ることができた。
　　平成２８年度研修会開催状況については、｢平成２８年度事務報告書」
　内事務実績の「指導室」を参照

３　もくせい教室
　　児童・生徒の実態に応じ、学習活動、体験活動、相談活動などを行
　い、支援を行った。

学力向上プランに要する
経費
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決　算　額

10･4･1-6

＜事業成果＞

＜事業内容＞

　小・中・高・専門学校・大学・研究機関と、地域経済を支える団体との協
働により実施した。わかりやすい実験を通して、身近にある科学の楽しさ、
発見の喜びを青少年に体験してもらった。

　小金井市史編さん大綱に基づき、市史編さん委員会の下、現代・近代・
近世・考古の４つの専門部会ごとに市史刊行に向けた専門的な調査研究
を行う。

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

生涯学習課 ＜事業内容＞
青少年育成事業に要する
経費
10･4･1-4

千円

交付金 　　　　　500千円

　青少年のために、科学の魅力が体験できる機会を提供するため、「青少
年のための科学の祭典」を実施する。

　平成２８年度来場者数、出展ブース数等については、「平成２８年度事務
報告書」内事務実績の「生涯学習課」を参照

市史編さん活動に要する
経費

千円

　現代・近代・近世・考古各専門部会での資料調査及び小金井市史資料
編（近世）の発行や、市史編さん資料集第５６編梶野家文書（１）の発行に
より市史編さん事業が進展した。

　平成２８年度活動報告の詳細は、「平成２８年度事務報告書」内事務実
績の「生涯学習課」を参照

＜事業成果＞
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決　算　額

10･4･4-5（2）

事　業　名
款・項・目-事業番号

放課後子どもプラン事業
に要する経費

＜事業内容＞

10･4･1-9

　玉川上水・小金井桜整備活用推進委員会を２回、庁内プロジェクト会議
を１回開催。「玉川上水・小金井桜整備活用計画」に基づき、関係機関・
市民と協働で史跡玉川上水及び名勝小金井（サクラ）のよりよい整備活用
を図る。また、近隣住民に、名勝小金井（サクラ）復活事業に関するアン
ケートを実施する。

千円

千円

　平成２８年度アンケート回答数等については、「平成２８年度事務報告
書」内事務実績の「生涯学習課」を参照

事業内容及び成果

279人 3,858人 33,621人

　平成２８年度活動状況の詳細は、「平成２８年度事務報告書」内事務実
績の「生涯学習課」を参照

　平成１９年度から文部科学省及び東京都の補助事業として実施。放課
後子どもプラン事業は、「放課後子ども教室推進事業(放課後子ども教
室)」と「放課後児童健全育成事業(学童保育)」の２事業を一体的あるいは
連携して実施する事業である。「放課後子ども教室」は放課後や週末等に
小学校の校庭・教室などの施設を活用し、地域の方や保護者の参画を得
て、子どもたちが学習・スポーツ・文化活動等を通して地域社会と交流し、
心豊かで健やかに育まれる環境づくりを推進し、安全・安心な子どもの居
場所づくりを実施する。学童保育所と連携しながら事業を進める。

＜事業成果＞
ボランティア 有償スタッフ

822回

＜事業成果＞
　玉川上水・小金井桜整備活用推進委員会を再開し、「玉川上水・小金井
桜整備活用計画」の今後の方針に向けて検討することができた。市民説
明会の開催及びアンケートを実施したことにより、地域住民に広く事業内
容を周知するとともに、名勝小金井（サクラ）の歴史や整備計画について
の理解を深めてもらうことができた。

実施回数 参加者

名勝小金井（サクラ）復活
プロジェクトに要する経費

＜事業内容＞

生涯学習課関係経費
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決　算　額

10・5・1-2

10・5・1-3

スポーツ推進委員に要す
る経費

事　業　名
款・項・目-事業番号

＜事業成果＞

千円

千円

　市民を対象にスポーツを通じ健康の維持増進を図ることを目的に、ス
ポーツ・レクリエーションを含む２９団体が大会を実施する。

＜事業成果＞
　スポーツ推進委員定例会９回、研修会１６回及びニュースポーツ出前教
室８回を実施。また、「スポーツ推進委員だより」を発行した。

　平成２８年度スポーツ推進委員定例会議及び研修会の内容について
は、「平成２８年度事務報告書」内事務実績の「生涯学習課」を参照

市民体育祭に要する経費 ＜事業内容＞

＜事業内容＞

少年自然の家　大浴室

事業内容及び成果

１　各種スポーツ教室等の指導、レクリエーション活動等の応援、ニュー
　スポーツの技術を習得、普及する。
２　各研修会に参加することによりスポーツ推進委員の資質の向上を図
　る。

　平成２８年７月から平成２９年２月までの間２９種目延べ７，１４０人の参加
があった。

　市民体育祭の詳細については、「平成２８年度事務報告書」内事務実績
の「生涯学習課」を参照

少年自然の家　外観

少年自然の家維持管理
に要する経費
10・4・5-1

千円

　少年自然の家（小金井市立清里山荘）は、恵まれた自然環境の中で、
心身ともに健全な少年の育成を図るとともに、市民の保養所として開設さ
れている。平成１８年９月から指定管理者制度を導入し運営している。

　平成２８年度活動状況の詳細は、「平成２８年度事務報告書」内事務実
績の「生涯学習課」を参照

　小金井市立小学校の林間学校として利用されたほか、青少年の育成に
関する事業として、農業体験、天体観測等も行われた。大浴室について
は、床タイルの張替え等の改修工事を行った。

＜事業成果＞

＜事業内容＞
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決　算　額

負担金・補助金

千円

10・5・1-4

千円

事　業　名
款・項・目-事業番号

千円

＜事業成果＞
　（公財）小金井市体育協会は、３６団体を擁し、市民が気軽に参加できる
各種大会を開催し、市のスポーツ振興に大きな役割を果たしている。
　ＮＰＯ法人黄金井倶楽部は、地域住民が主体の団体で、市民の生涯ス
ポーツを通じて、各自の健康、体力の維持・向上を図るための事業を行っ
ている。

スポーツ開放・学校開放
に要する経費
10・5・1-5

10・5・1-6 　（公財）小金井市体育協会及び総合型地域スポーツクラブＮＰＯ法人黄
金井倶楽部に対する事業費及び事務費を補助する。

　スポーツの普及、健康増進、地域の交流を図ることを目的に各種スポー
ツ教室、各種大会を開催する。

＜事業成果＞

事業内容及び成果

　シニアスポーツフェスティバル（１５種目）をはじめ、市民スポーツレクリ
エーションの集い、野川駅伝大会、各種スポーツ教室（１３種目）のほか、
各種大会選手派遣事業（３大会）を実施した。このことにより、小学生から
中高年齢者に至るまで延べ４，９０４人（前年度比７９３人増）の参加があっ
た。各種スポーツ教室については、アシスタントティーチャー事業やスト
レッチ体操普及啓発事業を新規に実施し、小学生や市民を対象としたス
ポーツ振興に繋げた。

　平成２８年度各種スポーツ教室及び大会の参加者数は、「平成２８年度
事務報告書」内事務実績の「生涯学習課」を参照

＜事業内容＞

　スポーツ個人開放校では、市民が気軽にスポーツを楽しめるように市立
小・中学校４校の体育館を開放し、卓球・バドミントン・剣道・柔道の４種目
を指定し、実施した。利用者については、一中クラブハウス開放及びプー
ル無料開放利用者が増加し、延べ１９，５５４人（前年度比２，６７２人増）と
なった。

　平成２８年度スポーツ開放校利用者数等は、「平成２８年度事務報告書」
内事務実績の「生涯学習課」を参照

＜事業内容＞
　市内の体育施設等を広く市民に開放し、スポーツを楽しむ場所を提供し
ている。スポーツ個人開放校・一中クラブハウス開放・南中テニスコート夜
間開放事業を実施している。また、平成１６年１１月から総合体育館におい
て学校週五日制対応事業として毎週土曜日に小・中学生を対象とした土
曜スポーツクラブ（スポーツ教室）及びプール無料開放を実施し、さらに平
成１８年１月から栗山公園健康運動センターにおいてもプール無料開放を
実施している。

スポーツ教室・各種大会
に要する経費

＜事業内容＞

＜事業成果＞
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決　算　額

10･5･1-8

千円

　小金井市スポーツ推進計画を２５０部作成した。スポーツ推進に伴う、ス
ポーツ施設、高齢者、障がい者に対する課題、問題点の把握、理想とす
るスポーツ推進と小金井市の現状とのギャップが浮かび上がり、今後、実
質的な行動計画を立てるための材料が明確となった。

事　業　名
款・項・目-事業番号

千円

　（公財）笹川スポーツ財団が全国で実施するチャレンジデーを小金井
チャレンジデー２０１６として市内で実施する。チャレンジデー当日に市内
で１５分以上継続して何らかの運動やスポーツを行った人数をもとに計算
する参加率の大小を対戦相手の自治体と競う。

　日頃から運動やスポーツに親しんでいる人もいない人も合わせて９７，４
７３人の市民等がチャレンジデーに参加した（参加率８２．６％で秋田県大
仙市に勝利）。
　この取組がスポーツの習慣化、生涯スポーツの推進、ひいては健康寿
命の延伸へと繋がった。

チャレンジデー事業に要
する経費

＜事業内容＞

＜事業成果＞

フェスティバルコートの様子 総合体育館の様子

＜事業内容＞

事業内容及び成果

　平成２８年１０月から翌年３月までの月１回（計６回）の策定委員会を経
て、市民が日常的にスポーツや運動に取り組む機会を創設し、長期的に
健康寿命を増進させていくための計画である小金井市スポーツ推進計画
（平成２９年度～３２年度）を作成する。

＜事業成果＞

スポーツ推進計画策定に
要する経費
10・5・1-9
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決　算　額

10･5･1-10

　リオデジャネイロオリンピック大会出場選手応援事業として、パブリック
ビューイングを２回（１回目１６０人、２回目４０人）、出場選手報告会（３００
人）を開催、リオデジャネイロパラリンピック大会出場選手応援事業として、
パブリックビューイング（３０人）、出場選手報告会（５０人）を開催、オリンピッ
クを契機とする地元スポーツ選手応援事業として、地元出身のプロ野球選
手を招いたイベント（１５０人）を開催した。
　スポーツの普及啓発と２０２０年大会の気運醸成に繋がった。

＜事業内容＞２０２０年東京オリンピック・
パラリンピック推進に要す
る経費

　２０２０年大会の開催気運を醸成し、地域のレガシーに繋げるため、リオ
デジャネイロオリンピック大会出場選手応援事業、リオデジャネイロパラリン
ピック大会出場選手応援事業、オリンピックを契機とする地元スポーツ選
手応援事業を行う。

千円

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

＜事業成果＞

パブリックビューイングの様子 オリンピック報告会の様子

地元出身のプロ野球選手を招
いたイベントの様子

パラリンピック報告会の様子

上水公園運動施設等維
持管理に要する経費

＜事業内容＞
　上水公園運動施設等を市民のスポーツ、レクリエーションの使用に供
し、活動の場の確保及び環境の整備を行う。

千円

10・5・2-1

＜事業成果＞
　総合グラウンド２面（延べ３５，７３０人）及びテニスコート２面（延べ９，３１２
人）並びに一中テニスコート２面（延べ１，２３５人）の貸出しを行った。
　また、テニスコート２面、一中テニスコート２面について、クレーコートの整
地やラインテープ張り等の整備を行った。
　
　利用状況については「平成２８年度事務報告書」内事務実績の「生涯学
習課」を参照
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決　算　額

10・5・2-2

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

総合体育館維持管理に
要する経費

＜事業内容＞
　総合体育館を市民のスポーツ、レクリエーションの使用に供し、活動の場
の確保及び環境の整備を行う。

千円

＜事業内容＞
　栗山公園健康運動センターを市民のスポーツ等の使用に供し、活動の
確保及び環境の整備を行う。

＜事業成果＞

小金井市総合体育館

小金井市テニスコート場
維持管理に要する経費

＜事業内容＞
　テニスコート場を市民のスポーツの使用に供し、活動の場の確保及び環
境の整備を行う。10・5・2-3

　総合体育館の各施設を一般開放（個人・団体）及び各種大会に貸出し
を行った（延べ３２７，８０４人）。また、総合体育館改修工事調査を受けた
改修計画に基づき、屋上防水等改修工事を実施した。

　平成２８年度利用状況は、「平成２８年度事務報告書」内事務実績の「生
涯学習課」を参照

10・5・2-4
＜事業成果＞

千円
　健康運動センター内の各施設を一般開放（個人・団体）に貸出しを行っ
た（延べ１１９，９７４人）。

　平成２８年度利用状況は、「平成２８年度事務報告書」内事務実績の「生
涯学習課」を参照

千円
＜事業成果＞
　テニスコート（市内延べ４３，５４３人、市外延べ２，８２１人）の貸出しを
行った。また、テニスコート場内のクラブハウスにて、屋根及び外壁塗装等
の改修工事を実施した。

　平成２８年度利用状況は、「平成２８年度事務報告書」内事務実績の「生
涯学習課」を参照

栗山公園健康運動セン
ター維持管理に要する経
費
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決　算　額

10・4・3-1

＜事業成果＞

※登録者数は、平成２８年度から長期未使用者を除いた人数

　各種講習会、各種催し、障がい者サービス実績数は、「平成２８年度事
務報告書」内の「図書館」を参照

　子どもと読書に関する講座を実施することにより、おはなし会ボランティア
を育成し、児童サービスの充実を図った。

児　　童 合　　計

一   般 児　　童 合　　計

一般書 児童書 合　　計

児童書

（単位：冊）

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

図書館

購　入 寄　贈 合　　計

＜事業内容＞
　利用者に資料等の提供をすることで、調べ物や勉学・教養を高める等生
涯学習の支援を行う。また、おはなし会等の行事を行い、子どもが本に親
しむ機会の提供、及び本の利用に当たり障がいのある方に対する支援
サービスを行う。

（単位：冊）

（単位：冊）

（単位：人）

一般書

　児童を対象に、おはなし会やおたのしみ会等の行事を通じて、図書館に
親しませ、本の楽しさ面白さを実感してもらった。インターネットを利用した
予約システム、蔵書検索機能等を充実させ、図書館サービスの充実を
図った。

受入冊数

蔵 書 数

貸出総数

登録者数

一　　般

　大学図書館との連携を深め、図書館サービスの充実を図った。

　利用者用インターネット閲覧端末を設置し、利用者サービスの充実を
図った。

　対面朗読の実施及びデイジー図書の作成・提供により、障がい者サービ
スの充実を図った。

図書館事業に要する経費

千円

　　利用者用インターネット閲覧端末利用回数
　　１４１回（９月６日から利用開始）
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決　算　額

千円
＜事業成果＞

事　業　名
款・項・目-事業番号

図書館維持管理に要する
経費

＜事業内容＞

10・4・3-2
　市民が利用しやすい図書館運営、建物維持管理を行う。

図書館本館防災照明等改修工事
図書館本館空調設備改修工事の設計
揚水ポンプグランドパッキン交換修繕

事業内容及び成果
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決　算　額

　貫井南分館屋上防水改修工事　　　　　　　　　　　　　　　　１６，５２４千円

　屋上の防水層（シート防水及び塗膜防水）の劣化により雨漏りをしていた
ため、貫井南分館の屋上防水改修工事を行い、施設環境を整え、利用者
の安全性を確保することができた。

＜事業成果＞

千円

貫井南分館屋上

　公民館の維持管理に必要な各種業務を実施する。

10・4・2-2

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

公民館 ＜事業内容＞
公民館維持管理に要す
る経費
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決　算　額

２６千円

・ユーストリーム
延べ視聴者数　１５，２２５人
延べ視聴時間　４，９９１時間

・ユーチューブ　　
延べ視聴回数　２，３５４回
延べ視聴時間　１５９時間

２５０千円

　容を小金井市対面朗読の会の協力によりカセットテープ及びデイジーＣ
　Ｄに吹き込み、希望者に無料で配布する。

２　平成２８年度　４回発行（定例会４回）

延べ ２５６，５００部

＜事業成果＞
１　平成２８年度　４回発行（定例会４回）

千円
　会定例会、臨時会の審議内容及び経過等を掲載し、（社）小金井市シル
　バー人材センターに委託し全戸へ配布する。また、ホームページへの掲
　載も行う。

２　声の議会だより
　　視覚障がい者を対象に、こがねい市議会だより発行の都度、その全内

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

議会事務局

1・1・1-4
１　こがねい市議会だより
　　市民の皆さんに議会活動の理解と認識を深めていただくために、市議

議会広報及び会議録に
要する経費

＜事業内容＞

　

１　日曜議会傍聴者数　４３人
＜事業成果＞

２　期間　平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

２　市議会インターネット中継及び録画配信

１　議会傍聴者手話通訳
　　平成２８年第４回定例会で日曜議会（１２月４日）を開催し、聴覚障がい
　者を対象に、小金井市登録手話通訳者連絡会の協力により手話通訳を
　実施する。

議会事務に要する経費
1・1・1-3

千円

＜事業内容＞

４，７２４千円 

延べ　３８本
２２千円 

　　インターネットを活用し、市議会の模様を中継及び録画配信する。
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決　算　額

東京都選出選挙

比例代表選出選挙

2・4・7-1

計 男 女 計

当日有権者数（人） 投票者数（人） 投票率(%)

千円
男 女 計 男 女

＜事業内容＞
　東京都知事辞職に伴い、平成２８年７月３１日投票、即日開票を行う。

都知事選挙啓発に要す
る経費 ＜事業成果＞

男 女 計男 女 計 男 女 計

参議院議員選挙啓発に
要する経費
2・4・4-1

千円

当日有権者数（人） 投票者数（人） 投票率(%)

女 計

当日有権者数（人） 投票者数（人） 投票率(%)

男 女 計 男 女 計 男

計

投票者数（人） 投票率(%)

男 女 計 男 女 計

2・4・5-1

男 女

＜事業成果＞

＜事業成果＞

千円

市議会議員選挙に要す
る経費

＜事業内容＞
　市議会議員任期満了に伴い、平成２９年３月２６日投票、即日開票を行
う。

当日有権者数（人）

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

選挙管理委員会事務局
参議院議員選挙に要す
る経費
2・4・3-1

＜事業内容＞
　参議院議員任期満了に伴い、平成２８年７月１０日投票、即日開票を行
う。

2・4・6-1

2・4・8-1

千円

都知事選挙に要する経
費

千円

市議会議員選挙啓発に
要する経費

千円
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